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１ 災害対策基本法（抄） 
 

  昭和36年11月15日 法律第223号  

  最終改正 令和３年５月19日 法律第 36号  

  

   第１章 総  則 

 （目的） 

第１条 この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護

するため、防災に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体及びその他の

公共機関を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を明確にするととも

に、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関す

る財政金融措置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的

かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持と

公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 一 災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地

震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若し

くは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定

める原因により生ずる被害をいう。 

 二 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大

を防ぎ、及び災害の復旧を図ることをいう。 

 三 指定行政機関 次に掲げる機関で内閣総理大臣が指定するものをい

う。 

  イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成11年法律第89号）第49条

第１項及び第２項に規定する機関、デジタル庁並びに国家行政組織法

（昭和23年法律第120号）第３条第２項に規定する機関 

  ロ 内閣府設置法第37条及び第54条並びに宮内庁法（昭和22年法律第70

号）第16条第１項並びに国家行政組織法第８条に規定する機関 

  ハ 内閣府設置法第39条及び第55条並びに宮内庁法第16条第２項並びに
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国家行政組織法第８条の２に規定する機関 

  ニ 内閣府設置法第40条及び第56条並びに国家行政組織法第８条の３に

規定する機関 

 四 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第43

条及び第57条（宮内庁法第18条第１項において準用する場合を含む。）

並びに宮内庁法第17条第１項並びに国家行政組織法第９条の地方支分部

局をいう。）その他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が指定するも

のをいう。 

 五 指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成11年法律第

103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、日本銀行、日

本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、

通信その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定するものを

いう。 

 六 指定地方公共機関 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15

年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）及

び港湾法（昭和25年法律第218号）第４条第１項の港務局、土地改良法

（昭和24年法律第195号）第５条第１項の土地改良区その他の公共的施設

の管理者並びに都道府県の地域において電気、ガス、輸送、通信その他

の公益的事業を営む法人で、当該都道府県の知事が指定するものをい

う。 

 七 防災計画 防災基本計画及び防災業務計画並びに地域防災計画をい

う。 

 八 防災基本計画 中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画を

いう。 

 九 防災業務計画 指定行政機関の長（当該指定行政機関が内閣府設置法

第49条第１項若しくは第２項若しくは国家行政組織法第３条第２項の委

員会若しくは第３号ロに掲げる機関又は同号二に掲げる機関のうち合議

制のものである場合にあつては、当該指定行政機関。第12条第８項、第

25条第６項第２号、第28条第２項、第28条の３第６項第３号及び第28条

の６第２項を除き、以下同じ。）又は指定公共機関（指定行政機関の長

又は指定公共機関から委任された事務又は業務については、当該委任を

受けた指定地方行政機関の長又は指定地方公共機関）が防災基本計画に

基づきその所掌事務又は業務について作成する防災に関する計画をい

う。 
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 十 地域防災計画 一定地域に係る防災に関する計画で、次に掲げるもの

をいう。 

  イ 都道府県地域防災計画 都道府県の地域につき、当該都道府県の都

道府県防災会議が作成するもの 

  ロ 市町村地域防災計画 市町村の地域につき、当該市町村の市町村防

災会議又は市町村長が作成するもの 

  ハ 都道府県相互間地域防災計画 二以上の都道府県の区域の全部又は

一部にわたる地域につき、都道府県防災会議の協議会が作成するもの 

  ニ 市町村相互間地域防災計画 二以上の市町村の区域の全部又は一部

にわたる地域につき、市町村防災会議の協議会が作成するもの 

 （基本理念） 

第２条の２ 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものと

する。 

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化

を踏まえ、災害の発生を常に想定するとともに、災害が発生した場合に

おける被害の最小化及びその迅速な回復を図ること。 

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の

連携協力を確保するとともに、これと併せて、住民一人一人が自ら行う

防災活動及び自主防災組織（住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防

災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体が自発的

に行う防災活動を促進すること。 

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並

びに科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善

を図ること。 

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであつ

ても、できる限り的確に災害の状況を把握し、これに基づき人材、物資

その他の必要な資源を適切に配分することにより、人の生命及び身体を

最も優先して保護すること。 

五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被

災者の年齢、性別、障害の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時

期に応じて適切に被災者を援護すること。 

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図

り、災害からの復興を図ること。 

 （国の責務） 
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第３条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのつとり、

国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有するこ

とに鑑み、組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責

務を有する。 

２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害

復旧の基本となるべき計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する

とともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等が処理す

る防災に関する事務又は業務の実施の推進とその総合調整を行ない、及

び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

３ 指定行政機関及び指定地方行政機関は、その所掌事務を遂行するにあ

たつては、第１項に規定する国の責務が十分に果たされることとなるよ

うに、相互に協力しなければならない。 

４ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、この法律の規定によ

る都道府県及び市町村の地域防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれ

るように、その所掌事務について、当該都道府県又は市町村に対し、勧

告し、指導し、助言し、その他適切な措置をとらなければならない。 

 （都道府県の責務） 

第４条 都道府県は、基本理念にのつとり、当該都道府県の地域並びに当該

都道府県の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関

及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関

する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区域

内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の

実施を助け、かつ、その総合調整を行なう責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、前項に規

定する都道府県の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協

力しなければならない。 

 （市町村の責務） 

第５条 市町村は、基本理念にのつとり、基礎的な地方公共団体として、当

該市町村の地域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から

保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村

の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施す

る責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組

織の整備並びに当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組
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織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を

図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければな

らない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあ

たつては、第１項に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなる

ように、相互に協力しなければならない。 

 （地方公共団体相互の協力） 

第５条の２ 地方公共団体は、第４条第１項及び前条第１項に規定する責務

を十分に果たすため必要があるときは、相互に協力するように努めなけれ

ばならない。 

 （国及び地方公共団体とボランティアとの連携） 

第５条の３ 国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時

において果たす役割の重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランテ

ィアとの連携に努めなければならない。 

 （指定公共機関及び指定地方公共機関の責務） 

第６条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、基本理念にのつとり、その

業務に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する

とともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村の防災計画の作

成及び実施が円滑に行われるように、その業務について、当該都道府県又

は市町村に対し、協力する責務を有する。 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性に

かんがみ、それぞれその業務を通じて防災に寄与しなければならない。 

 （住民等の責務） 

第７条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者そ

の他法令の規定による防災に関する責務を有する者は、基本理念にのつと

り、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実にその責務を果た

さなければならない。 

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又

は提供を業とする者は、基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの

事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、国又は地方

公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努めなければなら

ない。 

３ 前二項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつ

とり、食品、飲料水その他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備え
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るための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動への

参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与

するように努めなければならない。 

 （施策における防災上の配慮等） 

第８条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的

なものであるとを問わず、一体として国土並びに国民の生命、身体及び財

産の災害をなくすることに寄与することとなるように意を用いなければな

らない。 

２ 国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止す

るため、特に次に掲げる事項の実施に努めなければならない。 

 一 災害及び災害の防止に関する科学的研究とその成果の実現に関する事      

  項 

 二 治山、治水その他の国土の保全に関する事項 

 三 建物の不燃堅牢化その他都市の防災構造の改善に関する事項 

 四 交通、情報通信等の都市機能の集積に対応する防災対策に関する事項 

 五 防災上必要な気象、地象及び水象の観測、予報、情報その他の業務に

関する施設及び組織並びに防災上必要な通信に関する施設及び組織の整

備に関する事項 

 六 災害の予報及び警報の改善に関する事項 

 七 地震予知情報（大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第

２条第３号の地震予知情報をいう。）を周知させるための方法の改善に

関する事項 

 八 気象観測網の充実についての国際的協力に関する事項 

 九 台風に対する人為的調節その他防災上必要な研究、観測及び情報交換

についての国際的協力に関する事項 

 十 火山現象等による長期的災害に対する対策に関する事項 

 十一 水防、消防、救助その他災害応急措置に関する施設及び組織の整備

に関する事項 

 十二 地方公共団体の相互応援、第61条の４第３項に規定する広域避難及

び第86条の８第１項に規定する広域一時滞在に関する協定並びに民間の

団体の協力の確保に関する協定の締結に関する事項 

 十三 自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備、

過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援その他国民の自発的

な防災活動の促進に関する事項 
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 十四 被災者の心身の健康の確保、居住の場所の確保その他被災者の保護

に関する事項 

 十五 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配

慮者」という。）に対する防災上必要な措置に関する事項 

 十六 海外からの防災に関する支援の受入れに関する事項 

 十七 被災者に対する的確な情報提供及び被災者からの相談に関する事項 

 十八 防災上必要な教育及び訓練に関する事項 

 十九 防災思想の普及に関する事項 

   第２章 防災に関する組織 

    第１節 中央防災会議 

 （中央防災会議の設置及び所掌事務） 

第11条 内閣府に、中央防災会議を置く。 

２ 中央防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 防災基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

 二 内閣総理大臣又は内閣府設置法第９条の２に規定する特命担当大臣

（以下「防災担当大臣」という。）の諮問に応じて防災に関する重要事項

を審議すること。 

 三 前号に規定する重要事項に関し、内閣総理大臣又は防災担当大臣に意

見を述べること。 

 四 前三号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務  

３ 内閣総理大臣は、次に掲げる事項については、中央防災会議に諮問しな

ければならない。 

 一 防災の基本方針 

 二 防災に関する施策の総合調整で重要なもの 

 三 非常災害又は第23条の３第１項に規定する特定災害に際し一時的に必

要とする緊急措置の大綱 

 四 災害緊急事態の布告 

 五 その他内閣総理大臣が必要と認める防災に関する重要事項 

 （関係行政機関等に対する協力要求等） 

第13条 中央防災会議は、その所掌事務に関し、関係行政機関の長及び関係

地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及

び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料の提出、意見の表

明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 中央防災会議は、その所掌事務の遂行について、地方防災会議（都道府
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県防災会議又は市町村防災会議をいう。以下同じ。）又は地方防災会議の

協議会（都道府県防災会議の協議会又は市町村防災会議の協議会をいう。

以下同じ。）に対し、必要な勧告をすることができる。 

    第２節 地方防災会議 

 （都道府県防災会議の設置及び所掌事務） 

第14条 都道府県に、都道府県防災会議を置く。 

２ 都道府県防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 都道府県地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

 二 都道府県知事の諮問に応じて当該都道府県の地域に係る防災に関する

重要事項を審議すること。 

 三 前号に規定する重要事項に関し、都道府県知事に意見を述べること。 

 四 当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に

係る災害復旧に関し、当該都道府県並びに関係指定地方行政機関、関係

市町村、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関相互間の連絡調整

を図ること。 

 五 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権

限に属する事務 

 （市町村防災会議） 

第16条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びそ

の実施を推進するほか、市町村長の諮問に応じて当該市町村の地域に係る

防災に関する重要事項を審議するため、市町村防災会議を置く。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同し

て市町村防災会議を設置することができる。 

３ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときそ

の他市町村防災会議を設置することが不適当又は困難であるときは、第１

項の規定にかかわらず、市町村防災会議を設置しないことができる。 

４ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととしたと

き（第２項の規定により市町村防災会議を共同で設置したときを除く。）

は、速やかにその旨を都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、都道府県防災

会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村に対

し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所

掌事務の例に準じて、当該市町村の条例（第２項の規定により設置された
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市町村防災会議にあつては、規約）で定める。 

 （都道府県災害対策本部） 

第23条 都道府県の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれ

がある場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、

都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県

災害対策本部を設置することができる。 

２ 都道府県災害対策本部の長は、都道府県災害対策本部長とし、都道府県

知事をもつて充てる。 

３ 都道府県災害対策本部に、都道府県災害対策副本部長、都道府県災害対

策本部員その他の職員を置き、当該都道府県の職員のうちから、当該都道

府県の知事が任命する。 

４ 都道府県災害対策本部は、都道府県地域防災計画の定めるところによ

り、次に掲げる事務を行う。 

一 当該都道府県の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速

に実施するための方針を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び

災害応急対策を実施すること。 

三 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策に関し、当該都

道府県並びに関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共

機関及び関係指定地方公共機関相互間の連絡調整を図ること。 

５ 都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府

県災害対策本部に、災害地にあつて当該都道府県災害対策本部の事務の一

部を行う組織として、都道府県現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 都道府県災害対策本部長は当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委

員会に対し、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施

するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

７ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災

害応急対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関

係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対

し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めることがで

きる。 

８ 前各項に規定するもののほか、都道府県災害対策本部に関し必要な事項

は、都道府県の条例で定める。 
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 （市町村災害対策本部） 

第23条の２ 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそ

れがある場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるとき

は、市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害

対策本部を設置することができる。 

２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をも

つて充てる。 

３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部

員その他の職員を置き、当該市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄す

る消防長若しくはその指名する消防吏員のうちから、当該市町村の市町村

長が任命する。 

４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次

に掲げる事務を行う。この場合において、市町村災害対策本部は、必要に

応じ、関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及び

関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなければならない。 

一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に

実施するための方針を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災

害応急対策を実施すること。 

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対

策本部に、災害地にあつて当該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組

織として、市町村現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村

の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度におい

て、必要な指示をすることができる。 

７ 前条第７項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場

合において、同項中「当該都道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と

読み替えるものとする。 

８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項

は、市町村の条例で定める。 

   第３節 特定災害対策本部、非常災害対策本部及び緊急災害対策本部 

 （非常災害対策本部の設置） 

第24条 非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、当該

災害の規模その他の状況により当該災害に係る災害応急対策を推進するた
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め特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第40

条第２項の規定にかかわらず、臨時に内閣府に非常災害対策本部を設置す

ることができる。 

２ 第23条の３第２項の規定は、非常災害対策本部について準用する。 

３ 第１項の規定により非常災害対策本部が設置された場合において、当該

災害に係る特定災害対策本部が既に設置されているときは、当該特定災害

対策本部は廃止されるものとし、非常災害対策本部が当該特定災害対策本

部の所掌事務を承継するものとする。 

 （緊急災害対策本部の設置） 

第28条の２ 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進するため特別の

必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第40条第２項

の規定にかかわらず、閣議にかけて、臨時に内閣府に緊急災害対策本部を

設置することができる。 

２ 第23条の３第２項の規定は、緊急災害対策本部について準用する。 

３ 第１項の規定により緊急災害対策本部が設置された場合において、当該

災害に係る特定災害対策本部又は非常災害対策本部が既に設置されている

ときは、当該特定災害対策本部又は非常災害対策本部は廃止されるものと

し、緊急災害対策本部が当該特定災害対策本部又は非常災害対策本部の所

掌事務を承継するものとする。 

   第３章 防災計画 

 （防災基本計画の作成及び公表等） 

第34条 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害

の防止に関する科学的研究の成果並びに発生した災害の状況及びこれに対

して行なわれた災害応急対策の効果を勘案して毎年防災基本計画に検討を

加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 

２ 中央防災会議は、前項の規定により防災基本計画を作成し、又は修正し

たときは、すみやかにこれを内閣総理大臣に報告し、並びに指定行政機関

の長、都道府県知事及び指定公共機関に通知するとともに、その要旨を公

表しなければならない。 

 （指定行政機関の防災業務計画） 

第36条 指定行政機関の長は、防災基本計画に基づき、その所掌事務に関

し、防災業務計画を作成し、及び毎年防災業務計画に検討を加え、必要が

あると認めるときは、これを修正しなければならない。 
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２ 指定行政機関の長は、前項の規定により防災業務計画を作成し、又は修

正したときは、すみやかにこれを内閣総理大臣に報告し、並びに都道府県

知事及び関係指定公共機関に通知するとともに、その要旨を公表しなけれ

ばならない。 

３ （略） 

 （指定公共機関の防災業務計画） 

第39条 指定公共機関は、防災基本計画に基づき、その業務に関し、防災業

務計画を作成し、及び毎年防災業務計画に検討を加え、必要があると認め

るときは、これを修正しなければならない。 

２ 指定公共機関は、前項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正し

たときは、速やかに当該指定公共機関を所管する大臣を経由して内閣総理

大臣に報告し、及び関係都道府県知事に通知するとともに、その要旨を公

表しなければならない。 

３ （略） 

 （都道府県地域防災計画） 

第40条 都道府県防災会議は、防災基本計画に基づき、当該都道府県の地域

に係る都道府県地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県地域防災計画に

検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならな

い。この場合において、当該都道府県地域防災計画は、防災業務計画に抵

触するものであつてはならない。 

２ （略） 

３ 都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たつては、災

害が発生し又は発生するおそれがある場合において管轄指定地方行政機関

等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう

配慮するものとする。 

４ 都道府県防災会議は、第１項の規定により都道府県地域防災計画を作成

し、又は修正したときは、速やかにこれを内閣総理大臣に報告するととも

に、その要旨を公表しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定により都道府県地域防災計画について報告

を受けたときは、中央防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認め

るときは、当該都道府県防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすること

ができる。 

第41条 都道府県が他の法令の規定に基づいて作成し、又は協議する次に掲

げる防災に関する計画又は防災に関連する計画の防災に関する部分は、防
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災基本計画、防災業務計画又は都道府県地域防災計画と矛盾し、又は抵触

するものであつてはならない。 

  （各号省略） 

 （市町村地域防災計画） 

第42条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、

当該市町村の市町村長。以下この条において同じ。）は、防災基本計画に

基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎年

市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修

正しなければならない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、

防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画

に抵触するものであつてはならない。 

２～４ （略） 

５ 市町村防災会議は、第１項の規定により市町村地域防災計画を作成し、

又は修正したときは、速やかにこれを都道府県知事に報告するとともに、

その要旨を公表しなければならない。 

６ 都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を

受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認

めるときは、当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすること

ができる。 

７ （略） 

   第４章 災害予防 

 （防災に関する組織の整備義務） 

第47条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長そ

の他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに

防災上重要な施設の管理者（以下この章において「災害予防責任者」とい

う。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ、その所掌

事務又は業務について、災害を予測し、予報し、又は災害に関する情報を

迅速に伝達するため必要な組織を整備するとともに、絶えずその改善に努

めなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、災害予防責任者は、法令又は防災計画の定

めるところにより、それぞれ、防災業務計画又は地域防災計画を的確かつ

円滑に実施するため、防災に関する組織を整備するとともに、防災に関す

る事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定めなければなら

ない。 
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 （防災教育の実施） 

第47条の２ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、

それぞれ又は他の災害予防責任者と共同して、その所掌事務又は業務につ

いて、防災教育の実施に努めなければならない。 

２ 災害予防責任者は、前項の防災教育を行おうとするときは、教育機関そ

の他の関係のある公私の団体に協力を求めることができる。 

 （防災訓練義務） 

第48条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それ

ぞれ又は他の災害予防責任者と共同して、防災訓練を行なわなければなら

ない。 

２ （略） 

３ 災害予防責任者の属する機関の職員その他の従業員又は災害予防責任者

の使用人その他の従業者は、防災計画及び災害予防責任者の定めるところ

により、第１項の防災訓練に参加しなければならない。 

４ 災害予防責任者は、第１項の防災訓練を行おうとするときは、住民その

他関係のある公私の団体に協力を求めることができる。 

 （防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務） 

第49条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その

所掌事務又は業務に係る災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材

を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又はその管理に属する防災に関する

施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。 

 （円滑な相互応援の実施のために必要な措置） 

第49条の２ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、

その所掌事務又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し

他の者の応援を受け、又は他の者を応援することを必要とする事態に備

え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施その他円滑に他の

者の応援を受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

 （物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置） 

第49条の３ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、

その所掌事務又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し

物資供給事業者等（災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材

又は役務の供給又は提供を業とする者その他災害応急対策又は災害復旧に

関する活動を行う民間の団体をいう。以下この条において同じ。）の協力
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を得ることを必要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事

業者等の協力を得るために必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

   第５章 災害応急対策 

    第１節 通  則 

 （災害応急対策及びその実施責任） 

第50条 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合に災害の発生を防御し、又は応急的救助を

行なう等災害の拡大を防止するために行なうものとする。 

 一～四 （略） 

 五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

 六～八 

 九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防御又は拡大の防止のため

の措置に関する事項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他

の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により

災害応急対策の実施の責任を有する者は、法令又は防災計画の定めるとこ

ろにより、災害応急対策に従事する者の安全の確保に十分に配慮して、災

害応急対策を実施しなければならない。 

 （被害状況等の報告） 

第53条 市町村は、当該市町村の区域内に災害が発生したときは、政令で定

めるところにより、速やかに、当該災害の状況及びこれに対して執られた

措置の概要を都道府県（都道府県に報告ができない場合にあつては、内閣

総理大臣）に報告しなければならない。 

２ 都道府県は、当該都道府県の区域内に災害が発生したときは、政令で定

めるところにより、速やかに、当該災害の状況及びこれに対して執られた

措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

３ 指定公共機関の代表者は、その業務に係る災害が発生したときは、政令

で定めるところにより、すみやかに、当該災害の状況及びこれに対してと

られた措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

４ 指定行政機関の長は、その所掌事務に係る災害が発生したときは、政令

で定めるところにより、すみやかに、当該災害の状況及びこれに対してと

られた措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

５ 第１項から前項までの規定による報告に係る災害が非常災害又は特定災
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害であると認められるときは、市町村、都道府県、指定公共機関の代表者

又は指定行政機関の長は、当該災害の規模の把握のため必要な情報の収集

に特に意を用いなければならない。 

６ 市町村の区域内に災害が発生した場合において、当該災害の発生により

当該市町村が第１項の規定による報告を行うことができなくなつたとき

は、都道府県は、当該災害に関する情報の収集に特に意を用いなければな

らない。 

７ 都道府県の区域内に災害が発生した場合において、当該災害の発生によ

り当該都道府県が第２項の規定による報告を行うことができなくなつたと

きは、指定行政機関の長は、その所掌事務に係る災害に関する情報の収集

に特に意を用いなければならない。 

８ 内閣総理大臣は、第１項から第４項までの規定による報告を受けたとき

は、当該報告に係る事項を中央防災会議に通報するものとする。 

    第４節 応急措置等 

 （指定行政機関の長等の応急措置） 

第77条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、災害が発生し、又

はまさに発生しようとしているときは、法令又は防災計画の定めるところ

により、その所掌事務に係る応急措置をすみやかに実施するとともに、都

道府県及び市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれるように

するため、必要な施策を講じなければならない。 

２ 前項の場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるとき

は、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、都道府県知事、市町

村長又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関に対し、応急措置の実施

を要請し、又は指示することができる。 

   第６章 災害復旧 

 （災害復旧の実施責任） 

第87条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長そ

の他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定に

より災害復旧の実施について責任を有する者は、法令又は防災計画の定め

るところにより、災害復旧を実施しなければならない。 

 （災害復旧事業費の決定） 

第88条 国がその費用の全部又は一部を負担し、又は補助する災害復旧事業

について当該事業に関する主務大臣が行う災害復旧事業費の決定は、都道

府県知事の報告その他地方公共団体が提出する資料及び実地調査の結果等
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に基づき、適正かつ速やかにしなければならない。 

２ 前項の規定による災害復旧事業費を決定するに当たつては、当該事業に

関する主務大臣は、再度災害の防止のため災害復旧事業と併せて施行する

ことを必要とする施設の新設又は改良に関する事業が円滑に実施されるよ

うに十分の配慮をしなければならない。 

 （防災会議への報告） 

第89条 災害復旧事業に関する主務大臣は、災害復旧事業費の決定を行つた

とき、又は災害復旧事業の実施に関する基準を定めたときは、政令で定め

るところにより、それらの概要を中央防災会議に報告しなければならな

い。 

 （国の負担金又は補助金の早期交付等） 

第90条 国は、地方公共団体又はその機関が実施する災害復旧事業の円滑な

施行を図るため必要があると認めるときは、地方交付税の早期交付を行な

うほか、政令で定めるところにより、当該災害復旧事業に係る国の負担金

若しくは補助金を早期に交付し、又は所要の資金を融通し、若しくは融通

のあつせんをするものとする。 

   第８章 財政金融措置 

 （災害応急対策に要する費用に対する国の負担又は補助） 

第94条 災害応急対策に要する費用は、別に法令で定めるところにより、又

は予算の範囲内において、国がその全部又は一部を負担し、又は補助する

ことができる。 

第95条 前条に定めるもののほか、第23条の７第２項の規定による特定災害

対策本部長の指示、第28条第２項の規定による非常災害対策本部長の指示

又は第28条の６第２項の規定による緊急災害対策本部長の指示に基づい

て、地方公共団体の長が実施した応急措置のために要した費用のうち、当

該地方公共団体に負担させることが困難又は不適当なもので政令で定める

ものについては、政令で定めるところにより、国は、その全部又は一部を

補助することができる。 

 （災害復旧事業費等に対する国の負担及び補助） 

第96条 災害復旧事業その他災害に関連して行なわれる事業に要する費用

は、別に法令で定めるところにより、又は予算の範囲内において、国がそ

の全部又は一部を負担し、又は補助することができる。 

 （激甚災害の応急措置及び災害復旧に関する経費の負担区分等） 

第97条 政府は、著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発
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生したときは、別に法律で定めるところにより、応急措置及び災害復旧が

迅速かつ適切に行なわれるよう措置するとともに、激甚災害を受けた地方

公共団体等の経費の負担の適正を図るため、又は被災者の災害復興の意欲

を振作するため、必要な施策を講ずるものとする。 

第98条 前条に規定する法律は、できる限り激甚災害の発生のつどこれを制

定することを避け、また、災害に伴う国の負担に係る制度の合理化を図

り、激甚災害に対する前条の施策が円滑に講ぜられるようなものでなけれ

ばならない。 

第99条 第97条に規定する法律は、次の各号に掲げる事項について規定する

ものとする。 

 一 激甚災害のための施策として、特別の財政援助及び助成措置を必要と

する場合の基準 

 二 激甚災害の復旧事業その他当該災害に関連して行なわれる事業が適切

に実施されるための地方公共団体に対する国の特別の財政援助 

 三 激甚災害の発生に伴う被災者に対する特別の助成 

 （災害に対処するための国の財政上の措置） 

第100条 政府は、災害が発生した場合において、国の円滑な財政運営をそ

こなうことなく災害に対処するため、必要な財政上の措置を講ずるように

努めなければならない。 

２ 政府は、前項の目的を達成するため、予備費又は国庫債務負担行為（財

政法（昭和22年法律第34号）第15条第２項に規定する国庫債務負担行為を

いう。）の計上等の措置について、十分な配慮をするものとする。 

第101条～117条  略 
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２ 災害対策基本法施行令（抄） 
 

  制定 昭和37年７月９日 政令第288号  

  最終改正 令和３年５月10日 政令第153号  

 

第１条～第20条  略 

   第６章 災害応急対策 

 （被害状況等の報告） 

第21条 法第53条第１項から第４項までに規定する災害の状況及びこれに対

してとられた措置の概要の報告は、災害が発生した時から当該災害に対す

る応急措置が完了するまでの間、次の各号に掲げる事項について、内閣府

令で定めるところにより、行なうものとする。 

 一 災害の原因 

 二 災害が発生した日時 

 三 災害が発生した場所又は地域 

 四 被害の程度 

 五 災害に対しとられた措置 

 六 その他必要な事項 

   第７章 災害復旧 

 （防災会議への報告） 

第37条 法第89条に規定する災害復旧事業費の概要及び災害復旧事業の実施

に関する基準の概要の報告は、災害復旧事業費の決定を行なつた日又は災

害復旧事業の実施に関する基準を定めた日から20日以内に、内閣府令で定

める様式の文書により行なうものとする。 

 （国の負担金又は補助金の早期交付等） 

第38条 国は、法第90条の規定により、地方公共団体又はその機関が実施す

る災害復旧事業に係る国の負担金又は補助金を早期に交付しようとすると

きは、当該災害復旧事業の進捗状況、当該災害復旧事業に要する経費の支

出時期及び当該地方公共団体の資金の状況等を勘案してこれを行なうもの

とする。 

第39条～第46条  略 
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３ 災害対策基本法施行規則（抄） 
 

  制定 昭和37年９月21日 総理府令第 52号  

  最終改正 令和３年５月10日 内閣府令第 30号  

 

 （被害状況等の報告） 

第２条 令第21条の規定による災害の状況及びこれに対してとられた措置の

概要の報告は、災害の発生及びその経過に応じて逐次行うものとし、当該

災害に対する応急措置が完了した後20日以内に最終の報告を行うものとす

る。 

２ 令第21条第４号に規定する被害の程度に関する報告は、法第53条第１項

及び第２項の規定により市町村及び都道府県が行うものにあつては別表第

１に掲げる事項について、同条第３項の規定により指定公共機関の代表者

が行うものにあつては被害の概算額について、同条第４項の規定により指

定行政機関の長が行うものにあつては別表第２に掲げる事項のうちその所

掌事務に係るものについて行うものとする。 

 （防災会議への報告の様式） 

第９条 令第37条に規定する災害復旧事業費の概要及び災害復旧事業の実施

に関する基準の概要の報告の様式は、別記様式第10及び別記様式第11のと

おりとする。 

 別表第１ 

 一 人的被害に関する事項 

  イ 死者の数 

  ロ 行方不明者の数 

  ハ 重傷者の数 

  ニ 軽傷者の数 

 二 住家の被害に関する事項 

  イ 全壊（全流失・全埋没・全焼失を含む。）棟数並びにこれに居住し

ていた者の人員及び世帯数 

  ロ 半壊（半流失・半埋没・半焼失を含む。）棟数並びにこれに居住し

ていた者の人員及び世帯数 

  ハ 一部破損棟数並びにこれに居住している者の人員及び世帯数 

  ニ 床上浸水棟数並びにこれに居住している者の人員及び世帯数 

  ホ 床下浸水棟数並びにこれに居住している者の人員及び世帯数 
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 三 非住家の被害に関する事項 

   全壊又は半壊（流失・埋没・焼失を含む。）棟数 

 四 田畑の被害に関する事項 

  イ 田の流失又は埋没面積並びに冠水面積 

  ロ 畑の流失又は埋没面積並びに冠水面積 

 五 その他の被害に関する事項 

  イ 道路決壊箇所数 

  ロ 橋梁流失箇所数 

  ハ 堤防決壊箇所数 

  ニ 鉄道不通箇所数 

  ホ 被害船舶数 

  ヘ その他の被害 

 六 り災者に関する事項 

   り災世帯数及び人員 

 七 被害額に関する事項 

   指定公共機関の代表者及び指定行政機関の長が報告すべき被害以外の

物的被害の概算額 

 別表第２ 

 一 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37年

法律第150号）第３条第１項第１号及び第３号から第10号までの各号中

に規定する施設、第７条各号に掲げる施設並びに第14条、第16条第１項

及び第17条第１項中に規定する施設にかかる被害の概算額 

 二 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭

和25年法律第169号）の規定の適用を受ける施設にかかる被害の概算額 

 三 前２号に掲げるものを除くほか、法令又は予算により、その災害復旧

事業費につき国が負担し、若しくは補助する施設（国有財産法（昭和23

年法律第73号）第３条第２項に規定する公用財産、皇室用財産及び森林

経営用財産であるものを除く。）に係る被害の概算額 

 四 農作物、林産物、畜産物（家畜・家きんを含む。）、蚕繭及び水産物の

被害の概算額 

  （別記様式は省略） 

 

 

 

Ⅸ－ 21



４ 土地改良法（抄） 
 

  制定 昭和24年６月６日 法律第195号  

  最終改正 令和４年３月31日 法律第 ９号  

   第１章 総  則 

 （目的及び原則） 

第１条 この法律は、農用地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業を

適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めて、農業生産の基盤の整

備及び開発を図り、もつて農業の生産性の向上、農業総生産の増大、農業

生産の選択的拡大及び農業構造の改善に資することを目的とする。 

２ 土地改良事業の施行に当たつては、その事業は、環境との調和に配慮し

つつ、国土資源の総合的な開発及び保全に資するとともに国民経済の発展

に適合するものでなければならない。 

 （定義） 

第２条 この法律において ｢農用地｣ とは、耕作（農地法（昭和27年法律第

229号）第43条第１項の規定により耕作に該当するものとみなされる農作

物の栽培を含む。以下同じ。）の目的又は主として家畜の放牧の目的若し

くは養畜の業務のための採草の目的に供される土地をいう。 

２ この法律において「土地改良事業」とは、この法律により行なう次に掲

げる事業をいう。 

 一 農業用用排水施設、農業用道路その他農用地の保全又は利用上必要な

施設（以下「土地改良施設」という。）の新設、管理、廃止又は変更

（あわせて一の土地改良事業として施行することを相当とするものとし

て政令で定める要件に適合する二以上の土地改良施設の新設又は変更を

一体とした事業及び土地改良施設の新設又は変更（当該二以上の土地改

良施設の新設又は変更を一体とした事業を含む。）とこれにあわせて一

の土地改良事業として施行することを相当とするものとして政令で定め

る要件に適合する次号の区画整理、第３号の農用地の造成その他農用地

の改良又は保全のため必要な事業とを一体とした事業を含む。） 

 二 区画整理（土地の区画形質の変更の事業及び当該事業とこれに附帯し

て施行することを相当とする次号の農用地の造成の工事又は農用地の改

良若しくは保全のため必要な工事の施行とを一体とした事業をいう。） 

 三 農用地の造成（農用地以外の土地の農用地への地目変換又は農用地間

における地目変換の事業（埋立て及び干拓を除く。）及び当該事業とこ
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れに附帯して施行することを相当とする土地の区画形質の変更の工事そ

の他農用地の改良又は保全のため必要な工事の施行とを一体とした事業

をいう。） 

 四 埋立て又は干拓 

 五 農用地若しくは土地改良施設の災害復旧（津波又は高潮による海水の

浸入のために農用地が受けた塩害の除去のため必要な事業を含む。）又

は土地改良施設の突発事故被害（突発的な事故による被害をいう。以下

同じ。）の復旧 

 六 農用地に関する権利並びにその農用地の利用上必要な土地に関する権

利、農業用施設に関する権利及び水の使用に関する権利の交換分合 

 七 その他農用地の改良又は保全のため必要な事業 

第２章 土地改良事業 

 第１節 土地改良区の行う土地改良事業 

  第２款 土地改良区の管理 

 （重要事項の議決方法） 

第33条 次に掲げる事項に関する総会の議事は、総組合員の３分の２以上が

出席し、その議決権の３分の２以上で決する。 

 一 定款の変更 

 二 土地改良事業計画の設定若しくは変更、第85条の３第１項若しくは第

６項の規定による申請、第87条の２第４項の規定による同意又は土地改

良事業の廃止 

 三 解散又は合併 

 （経費の賦課） 

第36条 土地改良区は、定款の定めるところにより、その事業に要する経費

（第90条第４項（第91条第４項及び第96条の４第１項において準用する場

合を含む。）、第90条第８項又は第91条第５項の規定により徴収される金銭

を含む。）に充てるため、その地区内にある土地につき、その組合員に対

して金銭、夫役又は現品を賦課徴収することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、土地改良区は、定款で定めるところにより、

その准組合員が、その准組合員たる資格に係る権利の目的たる土地に係る

組合員の同意を得て同項の規定により当該組合員に対して賦課すべき金

銭、夫役又は現品の全部又は一部を当該准組合員に賦課すべき旨を申し出

たときは、当該准組合員に対して、当該金銭、夫役又は現品の全部又は一

部を賦課徴収するものとする。 
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３ 第１項の規定による賦課に当たつては、地積、用水量その他の客観的な

指標により、当該事業によつて当該土地が受ける利益を勘案しなければな

らない。 

４ 土地改良区は、その地区を変更する場合において、新たに編入される土

地があるときは、第１項及び第２項に規定するもののほか、定款の定める

ところにより、その土地について加入金を徴収することができる。 

５ 組合員又は准組合員は、第１項若しくは第２項の規定により賦課された

金銭、夫役若しくは現品又は前項の加入金の徴収については、相殺をもつ

て対抗することができない。 

６ 夫役又は現品は、金銭に算出して賦課しなければならない。 

７ 夫役又は現品は、金銭で代えることができる。 

８ 土地改良事業の施行に関し第１項又は第２項の規定により賦課される夫

役は、労働の基準又は賃金に関する法令の趣旨に沿うものでなければなら

ない。 

９ 土地改良区は、第１項、第２項又は第４項の規定による場合のほか、定

款の定めるところにより、都道府県知事の認可を受け、その行う土地改良

事業によつて利益を受ける者で農林水産省令で定めるもの（以下この条に

おいて「特定受益者」という。）から、特定受益者の受ける利益を限度と

して、その土地改良事業に要する経費の一部を徴収することができる。 

10 土地改良区は、前項の認可を申請しようとするときは、あらかじめ、農

林水産省令で定めるところにより、同項の徴収の方法について、特定受益

者及び市町村長の意見を聴かなければならない。 

11 前項の規定により特定受益者又は市町村長の意見が述べられたときは、

第９項の認可を申請するには、その申請書に、当該意見を記載した書面を

添付しなければならない。 

  第３款 土地改良区の事業 

   第１目 事業の施行 

 （急施の場合） 

第49条 災害又は突発事故被害のため急速に第２条第２項第五号の土地改良

事業を新たに行う必要がある場合には、土地改良区は、前条の規定にかか

わらず、総会の議決を経て応急工事計画を定め、都道府県知事の認可を受

けてその事業を行うことができる。 

２ 前項の規定による認可及びその認可に係る応急工事計画による事業の施

行については、審査請求をすることができない。 
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 第２節 国又は都道府県の行う土地改良事業 

 （申請） 

第85条 第３条に規定する資格を有する者は、政令の定めるところにより、

その資格に係る土地を含む一定の地域を定め、その地域に係る土地改良事

業を国又は都道府県が行うべきことを、国が行うべきもの（以下「国営土

地改良事業」という。）にあつては農林水産大臣に、都道府県が行うべき

もの（以下「都道府県営土地改良事業」という。）にあつては都道府県知

事に、それぞれ申請することができる。 

２ 前項の者は、同項の規定による申請をするには、あらかじめ、農林水産

省令の定めるところにより、同項の土地改良事業の計画の概要（二以上の

土地改良事業の施行を申請する場合には、その各土地改良事業に係る計画

の概要及び農林水産省令で定めるときにあつては全体構成）並びにこれら

の土地改良事業により生ずる土地改良施設（農林水産省令で定めるものに

限る。）がある場合にはその土地改良施設の管理者及び管理方法に関する

基本的事項（以下「予定管理方法等」という。）その他必要な事項を公告

して、同項の一定の地域内にある土地について第３条に規定する資格を有

する者の３分の２（二以上の土地改良事業の施行を申請する場合には、そ

の各土地改良事業につき、その施行に係る地域内にある土地につき同条に

規定する資格を有する者の３分の２）以上の同意を得なければならない。 

３ 農用地造成事業等の施行を内容とし、又は内容の一部に含む第１項の規

定による申請をするには、同項の者は、前項の３分の２以上の同意のほ

か、その農用地造成事業等に係る農用地造成地域内にある土地についての

農用地外資格者についてその全員の同意を得なければならない。 

４ 第１項の場合において、その申請が農用地造成事業等の施行を内容と

し、又は内容の一部に含むものであるときは、その農用地造成事業等につ

いては、第５条第５項及び第６条の規定を準用する。 

５ 第１項の場合には、 第５条第３項、 第６項及び第７項の規定を準用す

る。 

６ 第１項の者は、前項において準用する第５条第３項の規定による協議を

しようとするときは、あらかじめ、農林水産省令の定めるところにより、

その旨を公告し、20日以上の相当の期間を定めて当該協議に係る土地改良

事業の計画の概要を縦覧に供しなければならない。 

７ 前項の規定による公告があつたときは、当該土地改良事業の計画の概要

に意見がある者は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該公告をした第１
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項の者に対し意見書を提出することができる。 

８ 第１項の規定による申請をするには、その申請書に第２項の規定により

公告した事項を記載した書面及び同項の３分の２以上の同意（農用地造成

事業等の施行を内容とし、又は内容の一部に含む申請については、同項の

３分の２以上の同意のほか、その農用地造成事業等に係る農用地造成地域

内にある土地についての農用地外資格者についてその全員の同意）があつ

たことを証する書面を添付し、これを、国営土地改良事業にあつては関係

都道府県知事を経由して農林水産大臣に、都道府県営土地改良事業にあつ

ては関係都道府県知事に提出しなければならない。 

９ 第７項の規定による意見書の提出があつたときは、第１項の規定による

申請をするには、その申請書に、前項に規定するもののほか、当該意見書

の写しを添付しなければならない。 

第85条の２ 市町村は、農業振興地域整備計画（農業振興地域の整備に関す

る法律（昭和44年法律第58号）第８条第１項又は第９条第１項の規定によ

り定められた農業振興地域整備計画をいう。以下同じ。）を達成するため

必要があると認めるときは、政令の定めるところにより、その農業振興地

域整備計画に定める土地改良事業を国又は都道府県が行なうべきことを、

（その土地改良事業の施行に係る地域が二以上の市町村の区域にわたる場

合にあつては、当該関係市町村が共同して、）国営土地改良事業にあつて

は農林水産大臣に、都道府県営土地改良事業にあつては都道府県知事に、

それぞれ申請することができる。 

２ 市町村は、前項の規定による申請をするには、あらかじめ、農林水産省

令の定めるところにより、同項の土地改良事業の計画の概要（二以上の土

地改良事業の施行を申請する場合には、その各土地改良事業に係る計画の

概要及び農林水産省令で定めるときにあつては全体構成）及びこれらの土

地改良事業により生ずる土地改良施設（農林水産省令で定めるものに限

る。）がある場合にはその土地改良施設に係る予定管理方法等その他必要

な事項を公告して、その土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につ

いて第三条に規定する資格を有する者の３分の２（二以上の土地改良事業

の施行を申請する場合には、その各土地改良事業につき、その施行に係る

地域内にある土地について同条に規定する資格を有する者の３分の２）以

上の同意を得なければならない。 

３ 農用地造成事業等の施行を内容とし、又は内容の一部に含む第１項の規

定による申請をするには、市町村は、前項の３分の２以上の同意のほか、
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その農用地造成事業等に係る農用地造成地域内にある土地についての農用

地外資格者についてその全員の同意を得なければならない。 

４ 第１項の場合において、その申請が農用地造成事業等の施行を内容と

し、又は内容の一部に含むものであるときは、その農用地造成事業等につ

いては、第５条第５項及び第６条の規定を準用する。 

５ 第１項の場合（次項の規定により市町村の議会の議決を経て第１項の規

定による申請をする場合を除く。）には、第５条第６項及び第７項並びに

前条第６項、第７項及び第９項の規定を準用する。この場合において、同

条第６項中「前項において準用する第５条第３項の規定による協議」とあ

るのは「第85条の２第２項の規定による公告」と、「当該協議」とあるの

は「同項の規定による公告」と、同条第９項中「前項」とあるのは「第85

条の２第10項」と読み替えるものとする。 

６ 政令で定める基幹的な土地改良施設の新設又は変更を内容とする第２条

第２項第一号に掲げる事業であつて、その他の土地改良施設の新設若しく

は変更を内容とし、若しくは内容の一部に含む土地改良事業と一体となつ

てその効果が生じ又は増大するもののうち、当該他の土地改良事業の計画

内容がなお未確定であるため第２項の３分の２以上の同意を求めることが

適当でないと認められるものについては、当該他の土地改良事業が計画内

容を確定して施行される確実な見込みがあり、かつ、その確定をまつて当

該第２条第２項第一号に掲げる事業に着手するときは、当該事業の規模か

らみてその完了が著しく遅延し、農業振興地域整備計画の達成に支障を生

ずるおそれがあると認められる場合においては、市町村は、第２項の規定

によらず、あらかじめ、当該市町村の議会の議決を経て、第１項の規定に

よる申請をすることができる。 

７ 市町村は、前項の規定により当該市町村の議会の議決を経て、第１項の

規定による申請をするには、あらかじめ、農林水産省令の定めるところに

より、同項の土地改良事業の計画の概要及びこれらの土地改良事業により

生ずる土地改良施設（農林水産省令で定めるものに限る。）がある場合に

はその土地改良施設に係る予定管理方法等その他必要な事項を示して、当

該申請につき、関係土地改良区その他農林水産大臣の指定する者の意見を

聴くとともに、国営土地改良事業にあつては、都道府県の同意を得なけれ

ばならない。 

８ 都道府県は、前項の同意をするには、あらかじめ、農林水産省令の定め

るところにより、当該都道府県の議会の議決を経なければならない。 
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９ 第６項の場合には、前条第６項、第７項及び第９項の規定を準用する。

この場合において、同条第６項中「前項において準用する第５条第３項の

規定による協議をしようと」とあるのは「第85条の２第７項の規定により

同項に規定する事項を示そうと」と、「当該協議に係る」とあるのは「そ

の示す」と、同条第９項中「前項」とあるのは「第85条の２第10項」と読

み替えるものとする。 

10 市町村は、第１項の規定による申請をするには、農林水産省令の定める

ところにより、その申請書に第２項の規定により公告した事項（第６項の

規定により市町村の議会の議決を経てする申請については、第７項の規定

により示した事項）を記載した書面及び第２項の３分の２以上の同意（農

用地造成事業等の施行を内容とし、又は内容の一部に含む申請について

は、同項の３分の２以上の同意のほか、その農用地造成事業等に係る農用

地造成地域内にある土地についての農用地外資格者についてその全員の同

意、第６項の規定により市町村の議会の議決を経てする申請については、

当該議決及び当該申請に係る第７項の同意）があつたことを証する書面を

添付し、これを、国営土地改良事業にあつては、関係都道府県知事を経由

して、（第６項の規定により市町村の議会の議決を経てする国営土地改良

事業の申請にあつては、直接、）農林水産大臣に、都道府県営土地改良事

業にあつては、関係都道府県知事に提出しなければならない。 

 （申請によらない土地改良事業） 

第87条の２ 国又は都道府県は、第85条第１項、第85条の２第１項、第85条

の３第１項若しくは第６項又は第85条の４第１項の規定による申請によつ

て行う土地改良事業のほか、土地改良事業計画を定めて次に掲げる土地改

良事業を行うことができる。 

 一 第２条第２項第四号に掲げる事業 

 二 第２条第２項第一号又は第五号に掲げる事業（同項第一号に掲げる事

業にあつては土地改良施設の新設、管理、廃止又は変更に係るもの、同

項第５号に掲げる事業にあつては土地改良施設の災害復旧に係るものに

限る。）であつて次に掲げるもの 

  イ 前号の事業に附帯してその施行に係る地域の近傍の土地について行

うもので、その施行によりこれらの土地改良事業の効率が著しく高め

られるもの 

  ロ その事業による受益の範囲が広く、その工事に高度の技術を必要と

する等その事業の性質又は規模に照らして適当と認められるもの 
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  ハ 他の公共の利益となる事業と併せて行うことを相当とする等国土資

源の総合的な開発又は保全の見地から適当と認められるもの 

２ 国又は都道府県は、前項の規定により同項第一号の事業につき土地改良

事業計画を定める場合において、当該土地改良事業により生ずる土地改良

施設（農林水産省令で定めるものに限る。）があるときは、併せて、その

土地改良施設に係る予定管理方法等を定めなければならない。 

３ 第１項の規定により同項第二号の事業に係る土地改良事業の計画を定め

るには、農林水産大臣又は都道府県知事は、あらかじめ、農林水産省令の

定めるところにより、当該土地改良事業の計画の概要（二以上の土地改良

事業を併せて施行する場合には、その各土地改良事業（同項第一号の事業

を除く。）に係る計画の概要及び農林水産省令で定めるときにあつては各

土地改良事業に係る全体構成）及びこれらの土地改良事業により生ずる土

地改良施設（農林水産省令で定めるものに限る。）がある場合にはその土

地改良施設に係る予定管理方法等その他必要な事項を公告して、その事業

の施行に係る地域内にある土地について第３条に規定する資格を有する者

の３分の２（二以上の土地改良事業を併せて施行する場合には、その各土

地改良事業（同項第一号の事業を除く。）につき、その施行に係る地域内

にある土地について同条に規定する資格を有する者の３分の２）以上の同

意を得なければならない。 

４ 農林水産大臣又は都道府県知事は、第１項の規定により、同項第二号の

事業のうち施設更新事業（当該施設更新事業に係る土地改良施設又は当該

土地改良施設と一体となつて機能を発揮する土地改良施設の管理を内容と

する第２条第２項第一号の事業を行う土地改良区が存する場合において、

当該施設更新事業に係る土地改良施設の有している本来の機能の維持を図

ることを目的とし、かつ、土地改良区管理区域（当該土地改良区が現に行

つている土地改良区管理施設の管理を内容とする同号の事業の施行に係る

地域としている区域をいう。以下この項において同じ。）内の土地に係る

当該土地改良区の組合員の権利又は利益を侵害するおそれがないことが明

らかなものとして政令で定める要件に適合するものに限る。）に係る土地

改良事業の計画を定めようとする場合においては、次の各号の区分によ

り、それぞれ各号に掲げる同意をもつて前項の３分の２以上の同意に代え

ることができる。 

 一 施設更新事業の施行に係る地域の全部を土地改良区管理区域の全部又

は一部とする場合 当該土地改良区の同意 
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 二 前号に掲げる場合以外の場合 当該土地改良区の同意及びその施行に

係る地域のうち土地改良区管理区域以外の地域内にある土地につき第３

条に規定する資格を有する者の３分の２以上の同意 

５ 土地改良区は、前項の規定による同意をするには、あらかじめ、総会の

議決を経なければならない。 

６ 第１項の規定により土地改良事業計画を定めるには、農林水産大臣又は

都道府県知事は、あらかじめ、（同項第二号の事業に係る土地改良事業計

画を定める場合には、第３項の規定による公告をする前に、）その土地改

良事業計画及び当該土地改良事業により生ずる土地改良施設（農林水産省

令で定めるものに限る。）がある場合にはその土地改良施設に係る予定管

理方法等その他必要な事項（第１項第２号の事業に係る土地改良事業の計

画を定める場合には、第３項の規定により公告する事項）について、国営

土地改良事業にあつては関係都道府県知事と、都道府県営土地改良事業に

あつては関係市町村長と協議するとともに、その土地改良事業により生ず

る土地改良施設に係る予定管理方法等として、現に存する土地改良区その

他農林水産大臣の指定する者をその土地改良施設の管理者とする旨を定め

るときにあつては、その者と協議しなければならない。 

７ 都道府県知事は、国営土地改良事業につき、農林水産大臣と前項の規定

による協議をする場合には、あらかじめ、関係市町村長と協議しなければ

ならない。 

８ 農林水産大臣又は都道府県知事は、第６項の規定による協議をしようと

するときは、あらかじめ、農林水産省令の定めるところにより、その旨を

公告し、20日以上の相当の期間を定めて当該土地改良事業の計画の概要を

縦覧に供しなければならない。 

９ 前項の規定により縦覧に供された土地改良事業の計画の概要に意見があ

る者は、同項の縦覧期間満了の日までに、農林水産大臣又は都道府県知事

に対し意見書を提出することができる。 

10 第１項の場合には、第５条第６項及び第７項、第７条第３項、第８条第

２項及び第３項並びに前条第３項の規定（第１項第二号の事業について

は、これらの規定のほか、同条第５項から第10項までの規定）を準用す

る。 

 （急施の場合） 

第87条の４ 第85条から前条までに規定するもののほか、強くしなやかな国

民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成
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25年法律第95号）第９条第５号に規定する脆弱性評価の結果、地震又は豪

雨に対する安全性の向上を図るため急速に農業用用排水施設の変更を内容

とする第２条第２項第１号の土地改良事業（当該変更に係る農業用用排水

施設の有している本来の機能の維持を図ることを目的とし、かつ、当該事

業の施行に係る地域内にある土地について第三条に規定する資格を有する

者の権利又は利益を侵害するおそれがないことが明らかなものとして政令

で定める要件に適合するものに限る。）を行う必要があると認める場合に

は、国又は都道府県は、緊急防災工事計画を定めてその事業を行うことが

できる。 

２ 前項の規定により緊急防災工事計画を定めるには、農林水産大臣又は都

道府県知事は、あらかじめ、その緊急防災工事計画及び当該土地改良事業

による変更後の農業用用排水施設（農林水産省令で定めるものに限る。）

がある場合にはその農業用用排水施設に係る予定管理方法等その他必要な

事項について、国営土地改良事業にあつては関係都道府県知事と、都道府

県営土地改良事業にあつては関係市町村長と協議するとともに、その土地

改良事業による変更後の農業用用排水施設に係る予定管理方法等として、

現に存する土地改良区その他農林水産大臣の指定する者をその農業用用排

水施設の管理者とする旨を定めるときにあつては、その者と協議しなけれ

ばならない。 

３ 都道府県知事は、国営土地改良事業につき、農林水産大臣と前項の規定

による協議をする場合には、あらかじめ、関係市町村長と協議しなければ

ならない。 

４ 第１項の場合には、第７条第３項、第８条第２項及び第３項並びに第87

条第３項及び第５項から第10項までの規定を準用する。 

第87条の５ 第85条から前条までに規定するもののほか、災害又は突発事故

被害のため急速に第２条第２項第五号に掲げる土地改良事業を行う必要が

ある場合には、国又は都道府県は、応急工事計画を定めてその事業を行う

ことができる。 

２ 前項の応急工事計画による事業の施行については、審査請求をすること

ができない。 

 （都道府県が行う国営土地改良事業の工事） 

第89条 国は、政令の定めるところにより、国営土地改良事業の工事の一部

を都道府県が行うこととすることができる。 

 （国営土地改良事業の負担金） 
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第90条 国は、政令の定めるところにより（国営土地改良事業が廃止された

場合にあつては、農林水産大臣が当該廃止に係る国営改良事業の施行に係

る地域の全部又は一部をその区地の全部又は一部とする都道府県の知事と

協議して定めるところにより）、国営土地改良事業の施行に係る地域の全

部又は一部をその区域の全部又は一部とする都道府県に、その事業に要す

る費用の一部を負担させることができる。 

２ 前項の都道府県は、政令の定めるところにより、条例で、国営土地改良

事業（市町村特別申請事業を除く。）によつて利益を受ける者でその事業

の施行に係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有するもの

その他農林水産省令で定めるものから、その者の受ける利益を限度とし

て、同項の規定による負担金の全部又は一部を徴収することができる。 

３ 第87条の２第１項の規定により国が行なう同項第一号の事業（公有水面

埋立法により行なうものその他国の所有に属する土地について行うものに

限る。以下同じ。）に係る第１項の規定による負担金については、前項の

規定によるほか、都道府県は、政令の定めるところにより、条例で、第94

条の８第５項（第94条の８の２第６項において準用する場合を含む。）の

規定により土地を取得した者から当該負担金の全部又は一部を徴収するこ

とができる。 

４ 前２項に掲げる者が国営土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部

を地区とする土地改良区の組合員である場合には、都道府県は、その者に

対する負担金に代えて、その土地改良区からこれに相当する額の金銭を徴

収することができる。 

５ 第１項の都道府県は、第２項及び第３項の規定による負担金の全部又は

一部の徴収に代えて、政令の定めるところにより、国営土地改良事業（市

町村特別申請事業を除く。）の施行に係る地域の全部又は一部をその区域

の全部又は一部とする市町村に対し、当該市町村の区域内にある土地に係

る第２項及び第３項に掲げる者に対する負担金に相当する部分の負担金を

負担させることができる。この場合においては、都道府県は、あらかじ

め、当該市町村の同意を得なければならない。 

６ 前項の市町村は、政令の定めるところにより、条例で、同項に規定する

者から、同項に規定する部分の負担金を徴収することができる。 

７ 第２項、第４項又は前項の場合において、第87条の４第１項又は第87条

の５第１項の規定により国が行う土地改良事業に係る負担金の徴収につい

ては、都道府県又は市町村は、その徴収を受けるべき者の３分の２以上の
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同意を得なければならない。 

８ 第１項の都道府県は、政令の定めるところにより、条例で、土地改良施

設の新設若しくは変更を内容とし、若しくは内容の一部に含む土地改良事

業で国が行う市町村特別申請事業（以下「国営市町村特別申請事業」とい

う。）と一体となつてその効果が生じ、若しくは増大するもの（以下この

項において「関連土地改良事業」という。）又は土地改良施設の管理を内

容とする土地改良事業で国営市町村特別申請事業と一体となつてその効果

が増大するもの（政令で定める要件に適合するものに限る。以下この項に

おいて「関連管理事業」という。）を行う者その他国営市町村特別申請事

業によつて利益を受ける農林水産省令で定める者から、その者の受ける利

益（関連土地改良事業又は関連管理事業を行う者にあつては、それぞれそ

の行う関連土地改良事業又は関連管理事業の施行に係る地域内にある土地

につき第３条に規定する資格を有する者が当該国営市町村特別申請事業に

よつて受ける利益の合計）を限度として、同項の規定による負担金の全部

又は一部を徴収することができる。 

９ 第１項の都道府県は、第２項から第５項まで及び前項の規定によるほ

か、政令の定めるところにより、国営土地改良事業によつて利益を受ける

市町村に対し、その市町村の受ける利益を限度として、第１項の規定によ

る負担金の一部を負担させることができる。 

10 第１項の規定による負担金について前項の規定により市町村が負担すべ

き金額は、当該市町村の意見を聴いた上、当該都道府県の議会の議決を経

て定めなければならない。 

11 第２項から第４項まで、第６項又は第８項の規定による処分についての

審査請求に関する行政不服審査法第18条第１項本文の期間は、その処分が

あつたことを知つた日の翌日から起算して30日とする。 

12 前項の審査請求については、行政不服審査法第43条の規定は、適用しな

い。 

13 都道府県知事又は市町村長は、第11項の審査請求がされたときは、同項

に規定する期間満了後50日以内にこれを裁決しなければならない。 

 （国営土地改良事業に係る特別徴収金） 

第90条の２ 国、都道府県又は市町村は、国営土地改良事業（第87条の２第

１項の規定により国が行う同項第１号の事業、国営市町村特別申請事業及

び第87条の４第１項又は第87条の５第１項の規定により国が行う土地改良

事業を除く。以下この項及び第３項において同じ。）の施行に係る地域内
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にある土地につき第３条に規定する資格を有する者が、当該国営土地改良

事業の工事の完了につき第113条の３第３項の規定による公告があつた日

（その日前に、農林水産大臣が、当該土地を含む一定の地域について当該

事業によつて受ける利益のすべてが発生したと認めてその旨を公告したと

きは、その公告した日）以後八年を経過する日までの間に、当該土地を当

該国営土地改良事業の計画において予定した用途以外の用途（政令で定め

る用途を除く。以下この項において「目的外用途」という。）に供するた

め所有権の移転等をした場合又は当該土地を自ら目的外用途に供した場合

（当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転等を受けて、目的外用

途に供した場合を除く。）には、一時的に目的外用途に供するため所有権

の移転等をした場合、目的外用途に供するため所有権の移転等をする際に

既に当該土地が災害等により当該国営土地改良事業による利益を受けてい

ないものとなつている場合その他政令で定める場合を除き、その者から、

政令の定めるところにより、（都道府県及び市町村にあつては、条例で、）

特別徴収金を徴収することができる。 

２ 前項の場合（市町村が特別徴収金を徴収する場合を除く。）には、前条

第４項の規定を準用する。 

３ 第１項の特別徴収金の額は、国が徴収するものにあつては、国営土地改

良事業に要した費用のうちその徴収に係る土地に係る部分の額として政令

の定めるところにより算定される額から当該国営土地改良事業につき前条

第１項の規定により都道府県が負担する負担金のうち当該土地に係る部分

の額として政令の定めるところにより算定される額を差し引いて得た額を

限度とし、都道府県が徴収するものにあつては、国営土地改良事業につき

同項の規定により都道府県が負担する負担金のうちその徴収に係る土地に

係る部分の額として政令の定めるところにより算定される額から当該国営

土地改良事業につき同条第２項、第４項、第５項又は第９項の規定により

都道府県が徴収する負担金のうち当該土地に係る部分の額として政令の定

めるところにより算定される額を差し引いて得た額を限度とし、市町村が

徴収するものにあつては、国営土地改良事業につき同項の規定により市町

村が負担する負担金のうちその徴収に係る土地に係る部分の額として政令

の定めるところにより算定される額を限度とする。 

４ 国、都道府県又は市町村は、第87条の２第１項の規定により国が行う同

項第１号の事業により造成された土地を第94条の８第５項（第94条の８の

２第６項において準用する場合を含む。）の規定により取得した者又はそ
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の承継人が、これらの規定による土地の取得があつた日以後八年を経過す

る日までの間に、当該土地を第94条の８第４項（第94条の８の２第６項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により公告されたその土地の用途以

外の用途（政令で定める用途を除く。以下この項において「目的外用途」

という。）に供するため所有権の移転等をした場合又は当該土地を自ら目

的外用途に供した場合（当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転

等を受けて、目的外用途に供した場合を除く。）には、一時的に目的外用

途に供するため所有権の移転等をした場合その他政令で定める場合を除

き、その者から、政令の定めるところにより、（都道府県及び市町村にあ

つては、条例で、）特別徴収金を徴収することができる。 

５ 前項の場合（市町村が特別徴収金を徴収する場合を除く。）には前条第

４項の規定を、前項の特別徴収金の額については第３項の規定を準用す

る。この場合において、同項中「同条第２項、第４項、第５項」とあるの

は、「同条第３項から第５項まで」と読み替えるものとする。 

６ 国、都道府県又は市町村は、土地改良施設の新設若しくは変更を内容と

し、若しくは内容の一部に含む土地改良事業で、国営市町村特別申請事業

と一体となつてその効果が生じ若しくは増大するもの（以下この項におい

て「関連土地改良事業」という。）又は土地改良施設の管理を内容とする

土地改良事業で、国営市町村特別申請事業と一体となつてその効果が増大

するもの（政令で定める要件に適合するものに限る。以下この項において

「関連管理事業」という。）の施行に係る地域内にある土地（当該国営市町

村特別申請事業の施行に係る地域内にあるものに限る。）につき第三条に

規定する資格を有する者が、当該関連土地改良事業にあつてはその工事の

完了につき第113条の３第２項又は第３項の規定による公告があつた日、

関連管理事業にあつては国営市町村特別申請事業の工事の完了につき同項

の規定による公告があつた日以後八年を経過する日までの間に、当該土地

を当該関連土地改良事業若しくは当該関連管理事業の計画において予定し

た用途以外の用途（政令で定める用途を除く。以下この項において「目的

外用途」という。）に供するため所有権の移転等をした場合又は当該土地

を自ら目的外用途に供した場合（当該土地を目的外用途に供するため所有

権の移転等を受けて、目的外用途に供した場合を除く。）には、一時的に

目的外用途に供するため所有権の移転等をした場合、目的外用途に供する

ため所有権の移転等をする際に既に当該土地が災害等により当該関連土地

改良事業又は当該関連管理事業による利益を受けていないものとなつてい
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る場合その他政令で定める場合を除き、その者から、政令の定めるところ

により、（都道府県及び市町村にあつては、条例で、）特別徴収金を徴収す

ることができる。 

７ 前項の場合（市町村が特別徴収金を徴収する場合を除く。）には前条第

４項の規定を、前項の特別徴収金の額については第３項の規定を準用す

る。この場合において、同項中「国営土地改良事業」とあるのは「国営市

町村特別申請事業」と、「同条第２項、第４項、第５項」とあるのは「同

条第８項」と読み替えるものとする。 

８ 第１項、第４項、第６項又は第２項、第５項若しくは前項において準用

する前条第４項の規定による処分についての審査請求については、同条第

11項及び第13項までの規定を準用する。 

９ 国が徴収する第１項、第４項又は第６項の特別徴収金（これらの特別徴

収金に代えて第２項、第５項又は第７項において準用する前条第４項の規

定により徴収する金銭を含む。）の徴収については、第89条の３の規定を

準用する。 

 （都道府県営土地改良事業の分担金等） 

第91条 都道府県は、政令の定めるところにより、都道府県営土地改良事業

（市町村特別申請事業を除く。）によつて利益を受ける者でその事業の施行

に係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有するものその他

農林水産省令で定めるものから、地方自治法第224条の分担金を徴収する

ことができる。ただし、第87条の３第１項の規定により行う土地改良事業

については、その分担金を徴収しないものとする。 

２ 都道府県は、前項の規定による分担金の全部又は一部の徴収に代えて、

都道府県営土地改良事業（市町村特別申請事業を除く。）の施行に係る地

域の全部又は一部をその区域の全部又は一部とする市町村に対し、その事

業に要する費用のうち当該市町村の区域内にある土地に係る同項に掲げる

者に対する分担金に相当する部分の費用を負担させることができる。この

場合においては、都道府県は、あらかじめ、当該市町村の同意を得なけれ

ばならない。 

３ 前項の市町村は、政令の定めるところにより、条例で、同項に規定する

者から、同項に規定する部分の費用を地方自治法第224条の分担金として

徴収することができる。 

４ 第１項の場合には第90条第４項及び第７項の規定を、前項の場合には同

条第７項の規定を準用する。 
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５ 都道府県は、政令の定めるところにより、土地改良施設の新設若しくは

変更を内容とし、若しくは内容の一部に含む土地改良事業で都道府県が行

う市町村特別申請事業（以下「都道府県営市町村特別申請事業」とい

う。）と一体となつてその効果が生じ、若しくは増大するもの（以下この

項において「関連土地改良事業」という。）又は土地改良施設の管理を内

容とする土地改良事業で都道府県営市町村特別申請事業と一体となつてそ

の効果が増大するもの（政令で定める要件に適合するものに限る。以下こ

の項において「関連管理事業」という。）を行う者その他都道府県営市町

村特別申請事業によつて利益を受ける農林水産省令で定める者から、その

者の受ける利益（関連土地改良事業又は関連管理事業を行う者にあつて

は、それぞれその行う関連土地改良事業又は関連管理事業の施行に係る地

域内にある土地につき第３条に規定する資格を有する者が当該都道府県営

市町村特別申請事業によつて受ける利益の合計）を限度として、地方自治

法第224条の分担金を徴収することができる。 

６ 都道府県は、第１項、第２項及び前項の規定によるほか、政令の定める

ところにより、都道府県営土地改良事業によつて利益を受ける市町村に対

し、その市町村の受ける利益を限度として、その事業に要する費用の一部

を負担させることができる。この場合においては、第90条第10項の規定を

準用する。 

第94条の５ 農林水産大臣は、土地改良財産につき、国営土地改良事業の施

行に係る地域ごとに、左に掲げる事項を記載した土地改良財産台帳を備え

ておかなければならない。 

 一 国営土地改良事業の種類及び地域名 

 二 土地改良財産の所在、種類、構造及び規模 

 三 購入又は収用に係る土地改良財産については、その種類ごとの購入価

格又は補償金額 

 四 得喪変更（管理の委託を含む。）の年月日及び事由 

 五 その他の必要な事項 

２ 前項の土地改良財産台帳は、国有財産法（昭和23年法律第73号）第32条

に規定する台帳に代わるものとし、その様式は、農林水産大臣が財務大臣

と協議して定める。 

第94条の６ 農林水産大臣は、土地改良財産（第94条第２号に掲げる土地を

除く。）を都道府県又は土地改良区等に管理させることができる。 

２ 国営土地改良事業によつて生じた土地改良財産たる土地改良施設（農林
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水産省令で定めるものに限る。）についての前項の規定による管理の委託

は、その国営土地改良事業に係る予定管理方法等に従い、その管理者とし

て定められた者に対し、その管理方法に関する基本的事項として定められ

たところに準拠して管理が行なわれることとなるようにするものとする。 

 第４節 市町村の行う土地改良事業 

 （土地改良事業の開始） 

第96条の２ 市町村は、土地改良事業計画を定めて土地改良事業を行うこと

ができる。 

２ 前項の規定により土地改良事業計画を定めるには、市町村は、あらかじ

め、当該市町村の議会の議決を経て、土地改良事業の計画の概要（二以上

の土地改良事業を併せて施行する場合には、その各土地改良事業に係る計

画の概要及び農林水産省令で定めるときにあつては全体構成）を定め、そ

の計画の概要（全体構成を定める場合にあつては、その全体構成を含

む。）その他必要な事項を公告して、その事業の施行に係る地域内にある

土地につき第３条に規定する資格を有する者の３分の２（二以上の土地改

良事業をあわせて施行する場合には、その各土地改良事業につき、その施

行に係る地域内にある土地につき同条に規定する資格を有する者の３分の

２）以上の同意を得、かつ、当該土地改良事業の施行に係る地域の全部又

は一部をその地区の全部又は一部とする土地改良区があるときは、その土

地改良区の同意をも得なければならない。 

３ 農用地造成事業等の施行を内容とし、又は内容の一部に含む第１項の土

地改良事業計画を定めるには、市町村は、前項の規定による同意のほか、

その農用地造成事業等に係る農用地造成地域内にある土地についての農用

地外資格者についてその全員の同意を得なければならない。 

４ 第１項の場合において、その土地改良事業計画が農用地造成事業等の施

行を内容とし、又は内容の一部に含むものであるときは、その農用地造成

事業等については、第５条第５項及び第６条の規定を準用する。 

５ 市町村は、第１項の規定により土地改良事業計画を定める場合におい

て、当該土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部をその地区の全部

又は一部とする農業協同組合であつて土地改良事業をその事業とするもの

があるときは、あらかじめ、その意見を聴かなければならない。 

６ 市町村は、第１項の規定により土地改良事業計画を定めたときは、遅滞

なく、これを都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第１項の場合には、第５条第６項及び第７項、第７条第３項から第６項
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まで、第８条第２項及び第３項並びに第87条第３項から第10項までの規定

を準用する。この場合において、第５条第６項及び第７項中「含めて第１

項の一定の地域を定めるには」とあるのは「当該土地改良事業の施行に係

る地域に含めるには」と、第７条第５項中「第１項の規定により申請をす

る者」とあるのは「市町村」と読み替えるものとする。 

 （準用規定） 

第96条の４ 第96条の２第１項の規定により行う土地改良事業には、第36条

第１項及び第５項から第８項まで、第36条の３第１項、第47条、第50条、

第52条第１項から第３項まで、第５項前段及び第６項から第９項まで、第

52条の２から第55条まで、第57条本文、第57条の２第１項から第３項ま

で、第57条の３、第58条から第65条まで、第87条の４第１項、第２項及び

第４項、第87条の５、第88条第19項及び第20項、第90条第４項並びに第93

条の規定を準用する。この場合において、第36条第１項及び第36条の３第

１項中「定款」とあり、並びに第61条第３項中「規約」とあるのは「条

例」と、第36条第１項中「その地区内にある土地につき、その組合員に対

して」とあるのは「その事業によつて利益を受ける者でその事業の施行に

係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有するものその他農

林水産省令で定めるものに対し、その者の受ける利益を限度として、」

と、同条第５項中「組合員又は准組合員」とあるのは「第１項に規定する

者」と、「第１項若しくは第２項」とあるのは「同項」と、第36条の３第

１項中「組合員が、土地改良事業の施行に係る地域内にある土地でその者

の第３条に規定する資格に係るものを」とあるのは「土地改良事業の施行

に係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有する者が、その

資格に係る土地を」と、「当該組合員」とあるのは「その者」と、第52条

第６項中「当該土地改良区の理事」とあるのは「当該市町村の長」と、同

条第７項中「第27条、第28条第１項」とあるのは「第28条第１項」と、第

52条の３第２項中「「前条第２項に掲げる技術者」とあるのは「第52条第

４項に掲げる者」と、「同条第６項」とあるのは「前条第６項」」とあるの

は「「前条第２項に掲げる技術者の意見をきいて、同条第６項」とあるの

は「前条第６項」」と、第53条の４第２項中「第52条第４項から第９項ま

で及び」とあるのは「第52条第５項前段及び第６項から第９項まで並び

に」と、第55条中「申請し」とあるのは「申請し、又は嘱託し」と、第57

条の２第１項及び第３項中「都道府県知事の認可を受けなければ」とある

のは「都道府県知事に協議しなければ」と、同条第１項中「管理規程を定
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め」とあるのは「条例をもつて、管理規程を定め」と、第58条、第60条、

第61条第１項及び第３項並びに第62条第１項中「組合員」とあるのは「第

36条第１項に規定する者でその土地改良事業に要する費用を負担したも

の」と、第64条中「第113条の３第２項」とあるのは「第113条の３第３

項」と、第87条の４第１項中「第85条から前条まで」とあるのは「第96条

の２及び第96条の３」と、同条第２項中「あらかじめ」とあるのは「あら

かじめ、市町村の議会の議決を経て」と、「必要な事項について、国営土

地改良事業にあつては関係都道府県知事と、都道府県営土地改良事業にあ

つては関係市町村長と協議するとともに」とあるのは「必要な事項につい

て」と、同条第四項中「第７条第３項」とあるのは「第７条第３項、第５

項及び第６項」と、第87条の５第１項中「第85条から前条まで」とあるの

は「第96条の２から第96条の４まで」と、「国又は都道府県は、応急工事

計画を定めて」とあるのは「市町村は、当該市町村の議会の議決を経て応

急工事計画を定め、」と、第88条第19項中「第８条第２項」とあるのは

「第７条第５項及び第６項、第８条第２項」と、「第87条の４第２項及び第

３項」とあるのは「第87条の４第２項」と、「同条第２項中「その緊急防

災工事計画及び当該土地改良事業による変更後の農業用用排水施設（農林

水産省令で定めるものに限る。）がある場合にはその農業用用排水施設に

係る予定管理方法等その他必要な事項」とあるのは「同項中「その緊急防

災工事計画」と、「変更後のその緊急防災工事計画及び予定管理方法等を

変更する必要があるときは変更後の予定管理方法等その他必要な事項又は

廃止する旨、廃止の理由その他農林水産省令で定める事項」とあるのは

「市町村の議会の議決を経て、変更後のその緊急防災工事計画」と、「必要

な事項について、国営土地改良事業にあつては関係都道府県知事と、都道

府県営土地改良事業にあつては関係市町村長と協議するとともに」とある

のは「必要な事項について」と、同条第20項中「第１項、第７項、第12

項、第16項又は前項」とあるのは「前項」と、「第６項、第10項、第13項

又は前２項」とあるのは「同項」と、「手続（第６項において準用する第

48条第６項の場合にあつては、これらの手続のほか、第６項において準用

する第８条第２項に規定する手続）」とあるのは「手続」と、第90条第４

項中「前２項に掲げる者」とあるのは「第36条第１項に規定する者」と、

「対する負担金」とあるのは「対して賦課徴収する金銭、夫役又は現品」

と、「土地改良区から」とあるのは「土地改良区から、その同意を得て」

と、第93条中「土地改良区その他の者」とあるのは「土地改良区その他の
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者（国及び都道府県を除く。）」と読み替えるものとする。 

 第５章 補 則 

 （工事の完了等の場合の公告等） 

第113条の３ 国、都道府県及び市町村以外の土地改良事業（第２条第２項

第六号に掲げるものを除く。）を行う者は、土地改良事業の工事（農用地

の保全又は利用上必要な施設の管理の事業については、管理）に着手し、

又は工事を伴う土地改良事業につきその工事を完了した場合には、遅滞な

くその旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により土地改良事業の工事の完了に係る届

出があつた場合には、遅滞なくその旨を公告しなければならない。 

３ 農林水産大臣、都道府県知事又は市町村長は、工事を伴う土地改良事業

につきその工事を完了した場合には、遅滞なくその旨を公告しなければな

らない。 
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５ 土地改良法施行令（抄） 
 

  制定 昭和24年８月４日 政令第295号  

  最終改正 令和４年３月31日 政令第166号  

 （国営土地改良事業として申請すべき事業の要件） 

第49条 法第85条第１項、第85条の２第１項又は第85条の３第６項の規定に

より国が土地改良事業（法第２条第２項第一号において土地改良施設の新

設、管理、廃止又は変更に含まれるものとされた事業（以下「一体事業」

という。）を除く。）を行うべきことを申請する場合には、その土地改良事

業は、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。 

 一 農業用用排水施設の新設、管理、廃止、変更又は災害復旧であつて、

おおむね３千ヘクタール（現に農業用用排水施設の利益を受けていない

土地を受益地とする農業用用排水施設の新設，管理若しくは変更（当該

新設，管理又は変更に係る農業用用排水施設の変更を含む）を目的とす

るもの又は開田を目的とするものにあつては、おおむね１千ヘクター

ル）以上の地積にわたる土地を受益地とするもの 

 （第二号～第六号略） 

 七 国が管理する農用地又はその保全若しくは利用上必要な施設の災害復   

  旧 

 （都道府県営土地改良事業として申請すべき事業の要件） 

第50条 法第85条第１項、第85条の２第１項又は第85条の３第６項の規定に

より都道府県が土地改良事業（次項から第11項までに規定する計画に従つ

て行うもの及び一体事業を除く。）を行うべきことを申請する場合には、

その土地改良事業は、次の各号のいずれかに該当するものでなければなら

ない。 

 （第一号～第五号略） 

 六 農用地の災害復旧であつて、おおむね20ヘクタール以上の地積にわた

る土地を受益地とするもの 

 七 農用地の保全又は利用上必要な施設の災害復旧であつて、おおむね

100ヘクタール以上の地積にわたる土地を受益地とするもの 

七の二 カドミウム、硫黄、銅、浮遊物質等による農用地の土壌又はかん

がい用用排水の汚染に起因して人の健康を損なうおそれがある農畜産物

が生産され、農作物等の生育が阻害され、又は農作業の能率が低下する

ことを防止するため必要な農業用用排水施設その他の施設の新設、管
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理、廃止若しくは変更、区画整理、農用地の造成、客土又は排土（以下

「公害等防除事業」という。）であつて、おおむね20ヘクタール以上の地

積にわたる土地を受益地とするもの 

 （急施の場合の要件） 

第50条の２の11 法87条の４第１項（法第96条の４第１項において準用する

場合を含む。）の政令定める要件は、次に掲げるものとする。 

 一 当該土地改良事業の施行にかかる農業用用排水施設について、次に掲

げる変更を要することとならないこと。 

  イ 当該農業用用排水施設に係る受益地の変更 

  ロ 当該農業用用排水施設の管理方法その他の事項につき農林水産省令

で定める重要な部分の変更 

二 当該土地改良事業の施行に係る地域内にある土地について法第３条に

規定する資格を有する者が次に掲げる費用について負担することとなる

金額が、当該者が当該農業用用排水施設の管理に現に要する費用及び当

該土地改良事業を行わないものとすれば当該農業用用排水施設の管理に

要することとなる費用について負担する金額を考慮して、相当と認めら

れること。 

 イ 当該土地改良事業に要する費用 

 ロ 当該土地改良事業の施行後の当該農業用用排水施設の管理に要する

費用 

 （国営土地改良事業の負担金） 

第52条 国営土地改良事業（法第87条の２第１項の規定により国が行う同項

第一号の事業を除く。）につき法第90条第１項の規定により都道府県に負

担させる負担金の額は、次に掲げる額（当該国営土地改良事業に要する費

用の額に国が納める義務がある消費税及び地方消費税に相当する額が含ま

れる場合には、当該消費税及び地方消費税に相当する額を加えるほか、当

該国営土地改良事業につき同条第２項の農林水産省令で定める者がある場

合において、その一部につき農林水産大臣が特に必要があると認めて指定

したときは、その指定に係る者の受ける利益を限度として農林水産大臣が

定める額（国が納める義務がある消費税及び地方消費税に相当する額を除

く。） を加える。）とする。 

 （第一号～第二号略） 

 三 農用地の保全又は利用上必要な施設の災害復旧で法第85条第１項、第

85条の２第１項若しくは第85条の３第６項の申請により、又は法第87条
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の２第１項若しくは第87条の５第１項の規定により国が行うものにあつ

ては、当該事業に要する費用の額の100分の35に相当する額（当該事業

に要する費用の額が、当該事業の施行に係る地域内にある土地につき法

第３条に規定する資格を有する者の数（以下この号において「資格者

数」という。）を８万円に乗じて得た額（以下この号において「基準

額」という。）を超え、資格者数を15万円に乗じて得た額を超えない場

合においては、その基準額を超える部分の額の100分の10に相当する額

に基準額の100分の35に相当する額を加えて得た額、資格者数を15万円

に乗じて得た額を超える場合においては、資格者数に７万円を乗じて得

た額の100分の10に相当する額に基準額の100分の35に相当する額を加え

て得た額） 

 （第四号～第五号略） 

  （第２項～第３項略） 

４ 北海道の区域内において行う国営土地改良事業についての第１項の規定

の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中の字句で同表の中欄に掲

げるものは、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。  

第１項第３号 100分の35 100分の15 

５ 奄美群島の区域内において行う国営土地改良事業についての第１項の規

定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中の字句で同表の中欄に

掲げるものは、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 

第１項第３号 100分の35 100分の15 

６ 離島の区域内において行う国営土地改良事業についての第１項の規定の

適用については、次の表の上欄に掲げる規定中の字句で同表の中欄に掲げ

るものは、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 

第１項第３号 100分の35 100分の15 

 （国営土地改良事業の負担金についての都道府県の支払方法） 

第52条の２ 前条第１項の負担金（次項及び第６項に規定するものを除

く。）は、次に掲げる方法により支払わせるものとする。ただし、当該国

営土地改良事業に要する費用の額に国が納める義務がある消費税及び地方

消費税に相当する額が含まれる場合における当該消費税及び地方消費税に

相当する額に応ずる負担金の部分については、国が消費税及び地方消費税

を納めるべき各年度に応じて農林水産大臣の定める支払の方法により支払

わせるものとする。 

 一 都道府県が法第90条第２項の規定により当該国営土地改良事業の施行
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に係る地域内にある土地につき法第３条に規定する資格を有する者から

当該負担金の全部又は一部を徴収する場合（これらの者からの徴収金に

代えて法第90条第４項の規定により土地改良区から徴収する場合を含

む。）におけるその徴収すべき金額に応ずる負担金又はその部分、都道

府県が法第90条第５項の規定により当該国営土地改良事業の施行に係る

地域の全部又は一部をその区域の全部又は一部とする市町村に当該負担

金の全部又は一部を負担させる場合におけるその負担させるべき金額に

応ずる負担金又はその部分及び都道府県が同条第９項の規定により当該

国営土地改良事業によつて利益を受ける市町村に当該負担金の一部を負

担させる場合におけるその負担させるべき金額に応ずる負担金の部分に

ついては、支払期間（据置期間を含む。）を17年（前条第１項第一号の

３及び第五号に掲げる事業に係るものにあつては、15年）、据置期間を

２年（前条第１項第一号の３及び第五号に掲げる事業に係るものにあつ

ては、３年）、利率を国債の利率を基礎として農林水産大臣の定める率

とする元利均等年賦支払の方法（据置期間中の各年度に係る利息につい

ては、当該年度支払の方法）又は当該都道府県の申出があるときはその

全部若しくは一部につき一時支払の方法 

 二 都道府県が法第90条第２項の規定により当該国営土地改良事業に係る

同項の農林水産省令で定める者から当該負担金の一部を徴収する場合に

おけるその徴収すべき金額に応ずる負担金の部分については、農林水産

大臣の定める支払の方法 

 三 都道府県が当該負担金の全部又は一部につき法第90条第２項、第４

項、第５項又は第９項の規定による徴収を行わず又は負担をさせない場

合におけるその徴収を行わず又は負担をさせない金額に応ずる負担金又

はその部分については、これを当該国営土地改良事業が施行される各年

度に要する費用の額に応じて分割し、その分割部分について当該国営土

地改良事業が施行される各年度に支払う方法 

２ 前条第１項の負担金で同項第二号の２及び第４号に掲げる事業に係るも

のは、農林水産大臣の定める支払の方法により支払わせるものとする。 

３ 前条第２項及び第３項の負担金は、次に掲げる方法により支払わせるも

のとする。 

 一 都道府県が法第90条第２項の規定により当該国営土地改良事業に係る

同項の農林水産省令で定める者から当該負担金の一部を徴収する場合に

おけるその徴収すべき金額に応ずる負担金の部分については、農林水産
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大臣の定める支払の方法 

 二 都道府県が法第90条第３項の規定により同項に規定する土地を取得し

た者から当該負担金の全部又は一部を徴収する場合（その者からの徴収

金に代えて同条第４項の規定により土地改良区から徴収する場合を含

む。）におけるその徴収すべき金額に応ずる負担金又はその部分、都道

府県が同条第５項の規定により当該国営土地改良事業の施行に係る地域

の全部又は一部をその区域の全部又は一部とする市町村に当該負担金の

全部又は一部を負担させる場合におけるその負担させるべき金額に応ず

る負担金又はその部分及び都道府県が同条第９項の規定により当該国営

土地改良事業によつて利益を受ける市町村に当該負担金の一部を負担さ

せる場合におけるその負担させるべき金額に応ずる負担金の部分につい

ては、支払期間（据置期間を含む。）を25年、据置期間を３年、利率を

国債の利率を基礎として農林水産大臣の定める率とする元利均等年賦支

払の方法（据置期間中の各年度に係る利息については、当該年度支払の

方法）又は当該都道府県の申出があるときはその全部若しくは一部につ

き一時支払の方法 

 三 都道府県が当該負担金の全部又は一部につき法第90条第２項、第３

項、第４項、第５項又は第９項の規定による徴収を行わず又は負担をさ

せない場合におけるその徴収を行わず又は負担をさせない金額に応ずる

負担金又はその部分については、これを当該国営土地改良事業が施行さ

れる各年度に要する費用の額に応じて分割し、その分割部分について当

該国営土地改良事業が施行される各年度に支払う方法 

４ 第１項第一号の支払期間の始期は、当該国営土地改良事業が完了した年

度（法第85条第１項、第85条の２第１項若しくは第85条の３第１項若しく

は第６項の申請により、又は法第87条の２第１項若しくは第87条の４第１

項の規定により行う国営土地改良事業によつて生じた施設で当該事業が完

了するまでの間において農林水産大臣が管理しているものにつき国が法第

87条の５第１項の規定により災害復旧又は突発事故被害の復旧（以下この

項及び次条第２項において「災害復旧等」という。）を併せ行う場合にお

ける当該国営土地改良事業及び当該災害復旧等については、当該国営土地

改良事業及び当該災害復旧等の全てが完了した年度）の翌年度の初日とす

る。ただし、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる部分の負担金

についての支払期間の始期は、当該各号に定める年度とする。 

 一 農林水産大臣が、国営土地改良事業の完了する以前において、当該国
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営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地の一部につき当該事業の

完了によつて受けるべき利益の全てが発生し、かつ、当該都道府県から

当該負担金のうちその利益の全てが発生した土地に係る部分の額を負担

させることが適当であると認める場合 その利益の全てが発生した年度

の翌年度以後の年度で農林水産大臣の指定する年度 

 二 農林水産大臣が、第49条第１項第一号に掲げる国営土地改良事業の完

了する以前において、指定工事（農林水産省令で定めるところにより、

当該国営土地改良事業の工事のうち早期に完了すべきものとして土地改

良事業計画においてあらかじめ指定した工事をいう。以下この項及び次

条第２項において同じ。）が完了し、かつ、当該都道府県から当該負担

金のうち指定工事に係る事業の部分に要する費用の額（以下次条までに

おいて「指定事業費額」という。）に係る部分の額（次号に掲げる場合

に該当する場合であつて、同号の第一種指定工事等事業費額に係る部分

の額を負担させているときは、当該指定事業費額に係る部分の額から当

該第一種指定工事等事業費額に係る部分の額を除いた額）を負担させる

ことが適当であると認める場合 当該指定工事が完了した年度の翌年度

以後の年度で農林水産大臣の指定する年度 

 三 農林水産大臣が、農業用用排水施設の新設又は変更に係る指定工事の

完了する以前において、イに掲げる第一種指定工事及びロに掲げる第二

種指定工事のうち指定工程（土地改良事業計画に定める農業用用排水施

設の機能が当該農業用用排水施設の新設又は変更に係る工事による地盤

又は地下水位の状況の変化に起因して低下することを防止するため必要

なものとして農林水産大臣が指定する工程をいう。以下この項及び次条

第２項において同じ。）を除く工事（以下この号及び同項第三号におい

て「第一種指定工事等」という。）が完了し、かつ、当該都道府県から

当該負担金のうち指定事業費額に係る部分の額（当該第一種指定工事等

に係る事業の部分に要する費用の額（同項第二号及び第三号において

「第一種指定工事等事業費額」という。）に係る部分の額に限る。）を負

担させることが適当であると認める場合 当該第一種指定工事等が完了

した年度の翌年度以後の年度で農林水産大臣の指定する年度（ロに掲げ

る第二種指定工事のうち指定工程を除く工事に係る事業の部分に要する

費用の額に係る部分の額については、当該第一種指定工事等が完了した

年度の翌年度以後の年度で農林水産大臣が当該都道府県の同意を得て指

定する年度） 
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  イ 第一種指定工事（当該指定工事のうちロに掲げる第二種指定工事以

外の工事をいう。） 

  ロ 第二種指定工事（当該指定工事のうち、指定工程を含む工事であつ

て、土地改良事業計画においてあらかじめ指定したものをいう。次条

第２項第三号において同じ。） 

 四 農林水産大臣が、農業用用排水施設の新設若しくは変更を内容とし、

又は内容の一部に含む国営土地改良事業の完了する以前において、イに

掲げる第一種工事及びロに掲げる第二種工事のうち指定工程を除く工事

（以下この号及び次条第２項第四号において「第一種工事等」という。）

が完了し、かつ、当該都道府県から当該負担金のうち当該第一種工事等

に係る事業の部分に要する費用の額（同号において「第一種工事等事業

費額」という。）に係る部分の額を負担させることが適当であると認め

る場合 当該第一種工事等が完了した年度の翌年度以後の年度で農林水

産大臣の指定する年度（ロに掲げる第二種工事のうち指定工程を除く工

事に係る事業の部分に要する費用の額に係る部分の額については、当該

第一種工事等が完了した年度の翌年度以後の年度で農林水産大臣が当該

都道府県の同意を得て指定する年度） 

  イ 第一種工事（当該国営土地改良事業の工事（指定工事を除く。ロに

おいて同じ。）のうちロに掲げる第二種工事以外の工事をいう。） 

  ロ 第二種工事（当該国営土地改良事業の工事のうち、指定工程を含む

工事であつて、土地改良事業計画においてあらかじめ指定したものを

いう。次条第２項第四号において同じ。） 

  （第５～６項略） 

 （国営土地改良事業の負担金についての都道府県の徴収方法等） 

第53条 法第90条第２項の規定により徴収する負担金（第３項に規定するも

のを除く。）は、当該国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地に

つき法第３条に規定する資格を有する者については、元利均等年賦支払の

方法（据置期間中の各年度に係る利息については、当該年度支払の方法）

又は当該負担金の徴収を受ける者の申出があるときに限りその負担金の全

部若しくは一部につき一時支払の方法により支払わせるものとし、当該国

営土地改良事業に係る法第90条第２項の農林水産省令で定める者について

は、当該都道府県が定める支払の方法により支払わせるものとする。ただ

し、当該国営土地改良事業に要する費用の額に国が納める義務がある消費

税及び地方消費税に相当する額が含まれる場合における当該消費税及び消
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費税に相当する額に応ずる負担金の部分については、前条第１項ただし書

の規定により農林水産大臣が定める支払の方法に準拠して都道府県が定め

る支払の方法により支払わせるものとする。 

２ 前項の元利均等年賦支払においては、その支払期間（据置期間を含む。

以下この項において同じ。）は、当該国営土地改良事業が完了した年度

（法第85条第１項、第85条の２第１項、第85条の３第１項若しくは第６項

若しくは法第85条の４第１項の申請により、又は法第87条の２第１項若し

くは第87条の４第１項の規定により行う国営土地改良事業によつて生じた

施設で当該事業が完了するまでの間において農林水産大臣が管理している

ものにつき国が法第87条の５第１項の規定により災害復旧等を併せ行う場

合における当該国営土地改良事業及び当該災害復旧等については、当該国

営土地改良事業及び当該災害復旧のすべてが完了した年度）の翌年度以後

の年度で都道府県が定める年度の初日から起算して、第52条第１項第一号

の２及び第五号に掲げる事業にあつては15年を、その他の国営土地改良事

業にあつては17年をそれぞれ下らないものとし、据置期間は、同項第一号

の２及び第五号に掲げる事業にあつては３年を、その他の国営土地改良事

業にあつては２年をそれぞれ下らないものとし、利率は、国債の利率を基

礎として農林水産大臣の定める率を超えないものとする。ただし、次の各

号に掲げる場合には、当該各号に掲げる負担金に係る元利均等年賦支払の

支払期間は、当該各号に定める年度の初日から起算するものとする。 

 一 国営土地改良事業が完了する以前において、当該国営土地改良事業の

施行に係る地域内にある土地の一部につき当該事業の完了によつて受け

るべき利益の全てが発生し、かつ、当該土地につき法第３条に規定する

資格を有する者から当該土地に係る前項の負担金を徴収することが適当

であると都道府県が認める場合 その利益の全てが発生した年度の翌年

度以後の年度で都道府県の指定する年度 

 二 第49条第１項第一号に掲げる国営土地改良事業が完了する以前におい

て、指定工事が完了し、かつ、当該国営土地改良事業の施行に係る地域

内にある土地につき法第３条に規定する資格を有する者から指定事業費

額に係る前項の負担金（次号に掲げる場合に該当する場合であつて、第

一種指定工事等事業費額に係る同項の負担金を負担させているときは、

当該指定事業費額に係る同項の負担金から当該第一種指定工事等事業費

額に係る同項の負担金を除いた負担金）を徴収することが適当であると

都道府県が認める場合 当該指定工事が完了した年度の翌年度以後の年
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度で都道府県の指定する年度 

 三 農業用用排水施設の新設又は変更に係る指定工事が完了する以前にお

いて、第一種指定工事等が完了し、かつ、当該国営土地改良事業の施行

に係る地域内にある土地につき法第３条に規定する資格を有する者から

指定事業費額に係る前項の負担金（第一種指定工事等事業費額に係る同

項の負担金に限る。）を徴収することが適当であると都道府県が認める

場合 当該第一種指定工事等が完了した年度の翌年度以後の年度で都道

府県の指定する年度（当該第二種指定工事のうち指定工程を除く工事に

係る事業の部分に要する費用の額に係る前項の負担金については、当該

第一種指定工事等が完了した年度の翌年度以後の年度で都道府県が当該

負担金の徴収を受けるべき者の３分の２以上の同意を得て指定する年

度） 

 四 農業用用排水施設の新設若しくは変更を内容とし、又は内容の一部に

含む国営土地改良事業が完了する以前において、第一種工事等が完了

し、かつ、当該国営土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につき

法第３条に規定する資格を有する者から第一種工事等事業費額に係る前

項の負担金を徴収することが適当であると都道府県が認める場合 当該

第一種工事等が完了した年度の翌年度以後の年度で都道府県の指定する

年度（当該第二種工事のうち指定工程を除く工事に係る事業の部分に要

する費用の額に係る前項の負担金については、当該第一種工事等が完了

した年度の翌年度以後の年度で都道府県が当該負担金の徴収を受けるべ

き者の３分の２以上の同意を得て指定する年度） 

３ 法第90条第２項の規定により徴収する負担金で第52条第１項第２号の２

及び第４号に掲げる事業に係るものは、前条第２項の規定により農林水産

大臣が定める支払の方法に準拠して都道府県が定める支払の方法により支

払わせるものとする。 
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６ 土地改良法施行規則 
 

  制定 昭和24年８月４日   農林省令第75号 

  最終改正 令和４年３月31日 農林水産省令第31号 

 （急施の場合） 

第40条 法第49条第１項の応急工事計画においては、左に掲げる事項を定め

なければならない。 

一 当該土地改良事業の施行に係る地域の所在、地積及び災害前後又は突

発事故被害前後の状況 

二 当該土地改良事業の一般工事計画 

三 主要工事計画 

四 工事の着手及び完了の予定時期 

五 事業費 

六 当該土地改良事業の効果 

七 現況図、計画図その他当該土地改良事業に関する図画 

第41条 法第49条第１項の規定により認可の申請をするには、その申請書に

左に掲げる書類を添附しなければならない。 

一 当該土地改良事業を急速に行なうことを必要とする事由 

二 法第49条第１項の議決に係る総会の議事録の謄本 

三 当該土地改良事業の事業費の細目及び資金計画を記載した書面 

 （急施の場合） 

第67条の２ 令第50条の２の11第１号ロの農林水産省令で定める重要な部分

は、当該農業用用排水施設の種類並びにその管理の方法で貯水、放流、取

水、導水及び排水の時期及び水量並びに干ばつ時及び洪水時における措置

に係る事項であって農林水産大臣が定めるものとする。 

第67条の３ 法第87条の４第１項の緊急防災工事計画には、第14条の２の規

定を準用する。この場合において、同条第１項第10号中「農作物の増産、

営農に要する労力の節減」とあるのは「災害の防止」と、同条第２項中

「法第７条第３項」とあるのは「法第87条の４第４項において準用する法

第７条第３項」と読み替えるものとする。 

第67条の４ 法第87条の４第４項において準用する法第８条第２項及び法第

87条第５項の場合には、それぞれ第15条及び第59条の規定を準用する。 

第67条の５ 法第87条の５第１項の応急工事計画には、第40条の規定を準用

する。 
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７ 海 岸 法（抄） 
 

  制定 昭和31年５月12日 法律第101号 

  最終改正 平成30年12月14日 法律第 95号 

   第１章 総  則 

 （目的） 

第１条 この法律は、津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被

害から海岸を防護するとともに、海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の

適正な利用を図り、もつて国土の保全に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において「海岸保全施設」とは、第３条の規定により指定

される海岸保全区域内にある堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤、砂浜（海

岸管理者が、消波等の海岸を防護する機能を維持するために設けたもので

主務省令で定めるところにより、指定したものに限る。）その他海水の侵

入又は海水による侵食を防止するための施設（堤防又は胸壁にあつては、

津波、高潮等により海水が当該施設を越えて侵入した場合にこれによる被

害を軽減するため、当該施設と一体的に設置された根固工又は樹林（樹林

にあつては、海岸管理者が設けたもので、主務省令で定めるところにより

指定したものに限る。）を含む。）をいう。 

２ この法律において、「公共海岸」とは、国又は地方公共団体が所有する

公共の用に供されている海岸の土地（他の法令の規定により施設の管理を

行う者がその権原に基づき管理する土地として主務省令で定めるものを除

き、地方公共団体が所有する公共の用に供されている海岸の土地にあつて

は、都道府県知事が主務省令で定めるところにより指定し、公示した土地

に限る。）及びこれと一体として管理を行う必要があるものとして都道府

県知事が指定し、公示した低潮線までの水面をいい、「一般公共海岸区

域」とは、公共海岸の区域のうち第３条の規定により指定される海岸保全

区域以外の区域をいう。 

３ この法律において「海岸管理者」とは、第３条の規定により指定される

海岸保全区域及び一般公共海岸区域（以下「海岸保全区域等」という。）

について第５条第１項から第４項まで及び第37条の２第１項並びに第37条

の３第１項から第３項までの規定によりその管理を行うべき者をいう。 

 （海岸保全基本方針） 

第２条の２ 主務大臣は、政令で定めるところにより、海岸保全区域等に係
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る海岸の保全に関する基本的な方針（以下「海岸保全基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 主務大臣は、海岸保全基本方針を定めようとするときは、あらかじめ関

係行政機関の長に協議しなければならない。 

３ 主務大臣は、海岸保全基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

４ 前２項の規定は、海岸保全基本方針の変更について準用する。 

 （海岸保全基本計画） 

第２条の３ 都道府県知事は、海岸保全基本方針に基づき、政令で定めると

ころにより、海岸保全区域等に係る海岸の保全に関する基本計画（以下

「海岸保全基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県知事は、海岸保全基本計画を定めようとする場合において必要

があると認めるときは、あらかじめ海岸に関し学識経験を有する者の意見

を聴かなければならない。 

３ 都道府県知事は、海岸保全基本計画を定めようとするときは、あらかじ

め関係市町村長及び関係海岸管理者の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県知事は、海岸保全基本計画のうち、海岸保全施設の整備に関す

る事項で政令で定めるものについては、関係海岸管理者が作成する案に基

づいて定めるものとする。 

５ 関係海岸管理者は、前項の案を作成しようとする場合において必要があ

ると認めるときは、あらかじめ公聴会の開催等関係住民の意見を反映させ

るために必要な措置を講じなければならない。 

６ 都道府県知事は、海岸保全基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを

公表するとともに、主務大臣に提出しなければならない。 

７ 第２項から前項までの規定は、海岸保全基本計画の変更について準用す

る。 

 （海岸保全区域の指定） 

第３条 都道府県知事は、海水又は地質の変動による被害から海岸を防護す

るため海岸保全施設の設置その他第２章に規定する管理を行う必要がある

と認めるときは、防護すべき海岸に係る一定の区域を海岸保全区域として

指定することができる。ただし、河川法（昭和39年法律第167号）第３条

第１項に規定する河川の河川区域、砂防法（明治30年法律第29号）第２条

の規定により指定された土地又は森林法（昭和26年法律第249号）第25条

第１項若しくは第25条の２第１項若しくは第２項の規定による保安林（同
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法第25条の２第１項後段又は第２項後段において準用する同法第25条第２

項の規定による保安林を除く。以下次項において「保安林」という。）若

しくは同法第41条の規定による保安施設地区（以下次項において「保安施

設地区」という。）については、指定することができない。 

２ 都道府県知事は、前項ただし書の規定にかかわらず、海岸の防護上特別

の必要があると認めるときは、保安林又は保安施設地区の全部又は一部

を、農林水産大臣（森林法第25条の２の規定により都道府県知事が指定し

た保安林については、当該保安林を指定した都道府県知事）に協議して、

海岸保全区域として指定することができる。 

３ 前２項の規定による指定は、この法律の目的を達成するため必要な最小

限度の区域に限つてするものとし、陸地においては満潮時（指定の日の属

する年の春分の日における満潮時をいう。）の水際線から、水面において

は干潮時（指定の日の属する年の春分の日における干潮時をいう。）の水

際線からそれぞれ50メートルをこえてしてはならない。ただし、地形、地

質、潮位、潮流等の状況により必要やむを得ないと認められるときは、そ

れぞれ50メートルをこえて指定することができる。 

４ 都道府県知事は、第１項又は第２項の規定により海岸保全区域を指定す

るときは、主務省令で定めるところにより、当該海岸保全区域を公示する

とともに、その旨を主務大臣に報告しなければならない。これを廃止する

ときも、同様とする。 

５ 海岸保全区域の指定又は廃止は、前項の公示によつてその効力を生ず

る。 

   第２章 海岸保全区域に関する管理 

 （管理） 

第５条 海岸保全区域の管理は、当該海岸保全区域の存する地域を統括する

都道府県知事が行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市町村長が管理することが適当であると認め

られる海岸保全区域で都道府県知事が指定したものについては、当該海岸

保全区域の存する市町村の長がその管理を行うものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、海岸保全区域と港湾区域若しくは港湾隣接

地域又は漁港区域とが重複して存するときは、その重複する部分について

は、当該港湾区域若しくは港湾隣接地域の港湾管理者の長又は当該漁港の

漁港管理者である地方公共団体の長がその管理を行うものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、港湾区域若しくは港湾隣接地域
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又は漁港区域に接する海岸保全区域のうち、港湾管理者の長又は漁港管理

者である地方公共団体の長が管理することが適当であると認められ、か

つ、都道府県知事と当該港湾管理者の長又は漁港管理者である地方公共団

体の長とが協議して定める区域については、当該港湾管理者の長又は漁港

管理者である地方公共団体の長がその管理を行うものとする。 

５ 前４項の規定にかかわらず、海岸管理者を異にする海岸保全区域相互に

わたる海岸保全施設で一連の施設として一の海岸管理者が管理することが

適当であると認められるものがある場合において、第40条第２項の規定に

よる関係主務大臣の協議が成立したときは、当該協議に基きその管理を所

掌する主務大臣の監督を受ける海岸管理者がその管理を行うものとする。 

６ 市町村の長は、海岸管理者との協議に基づき、政令で定めるところによ

り、当該市町村の区域に存する海岸保全区域の管理の一部を行うことがで

きる。 

７ 都道府県知事は、第２項の規定による指定をしようとするときは、あら

かじめ当該市町村長の意見をきかなければならない。 

８ 都道府県知事は、第２項の規定により指定をするとき、又は第４項の規

定により協議して区域を定めるときは、主務省令で定めるところにより、

これを公示するとともに、その旨を主務大臣に報告しなければならない。

これを変更するときも、同様とする。 

９ 市町村長は、第６項の規定により協議して海岸保全区域の管理を行うと

きは、主務省令で定めるところにより、これを公示しなければならない。

これを変更するときも、同様とする。 

10 第２項に規定する指定並びに第４項及び第６項に規定する協議は、前２

項の公示によつてその効力を生ずる。 

 （主務大臣の直轄工事） 

第６条 主務大臣は、次の各号の一に該当する場合において、当該海岸保全

施設が国土の保全上特に重要なものであると認められるときは、海岸管理

者に代つて自ら当該海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事

を施行することができる。この場合においては、主務大臣は、あらかじめ

当該海岸管理者の意見をきかなければならない。 

 一 海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事の規模が著しく

大であるとき。 

 二 海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事が高度の技術を

必要とするとき。 
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 三 海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事が高度の機械力

を使用して実施する必要があるとき。 

 四 海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事が都府県の区域

の境界に係るとき。 

２ 主務大臣は、前項の規定により海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧

に関する工事を施行する場合においては、政令で定めるところにより、海

岸管理者に代つてその権限を行うものとする。 

３ 主務大臣は、第１項の規定により海岸保全施設の新設、改良又は災害復

旧に関する工事を施行する場合においては、主務省令で定めるところによ

り、その旨を公示しなければならない。 

 （海岸保全区域における行為の制限） 

第８条 海岸保全区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、主

務省令で定めるところにより、海岸管理者の許可を受けなければならな

い。ただし、政令で定める行為については、この限りでない。 

 一 土石（砂を含む。以下同じ。）を採取すること。 

 二 水面又は公共海岸の土地以外の土地において、他の施設等を新設し、

又は改築すること。 

 三 土地の掘削、盛土、切土その他政令で定める行為をすること。 

２ 前条第２項の規則は、前項の許可について準用する。 

第８条の２ 何人も、海岸保全区域（第二号から第四号までにあつては、公

共海岸に該当し、かつ、海岸の利用、地形その他の状況により、海岸の保

全上特に必要があると認めて海岸管理者が指定した区域に限る。）内にお

いて、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。 

 一 海岸管理者が管理する海岸保全施設その他の施設又は工作物（以下

「海岸保全施設等」という。）を損傷し、又は汚損すること。 

 二 油その他の通常の管理行為による処理が困難なものとして主務省令で

定めるものにより海岸を汚損すること。 

 三 自動車、船舶その他の物件で海岸管理者が指定したものを入れ、又は

放置すること。 

 四 その他海岸の保全に著しい支障を及ぼすおそれのある行為で政令で定

めるものを行うこと。 

２ 海岸管理者は、前項各号列記以外の部分の規定又は同項第三号の規定に

よる指定をするときは、主務省令で定めるところにより、その旨を公示し

なければならない。これを廃止するときも、同様とする。 
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３ 前項の指定又はその廃止は、同項の公示によつてその効力を生ずる。 

 （海岸管理者以外の者の施行する工事） 

第13条 海岸管理者以外の者が海岸保全施設に関する工事を施行しようとす

るときは、あらかじめ当該海岸保全施設に関する工事の設計及び実施計画

について海岸管理者の承認を受けなければならない。ただし、第６条第１

項の規定による場合は、この限りでない。 

２ 第10条第２項に規定する者は、前項本文の規定にかかわらず、海岸保全

施設に関する工事の設計及び実施計画について海岸管理者に協議すること

をもつて足りる。 

 （技術上の基準） 

第14条 海岸保全施設は、地形、地質、地盤の変動、侵食の状態その他海岸

の状況を考慮し、自重、水圧、波力、土圧及び風圧並びに地震、漂流物等

による振動及び衝撃に対して安全な構造のものでなければならない。 

２ 海岸保全施設の形状、構造及び位置は、海岸環境の保全、海岸及びその

近傍の土地の利用状況並びに船舶の運航及び船舶による衝撃を考慮して定

めなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、主要な海岸保全施設の形状、構造及び位置

について、海岸の保全上必要とされる技術上の基準は、主務省令で定め

る。 

 （兼用工作物の工事の施行） 

第15条 海岸管理者は、その管理する海岸保全施設が道路、水門、物揚場そ

の他の施設又は工作物（以下これらを「他の工作物」と総称する。）の効

用を兼ねるときは、当該地の工作物の管理者との協議によりその者に当該

海岸保全施設に関する工事を施行させ、又は当該海岸保全施設を維持させ

ることができる。 

 （海岸保全区域台帳） 

第24条 海岸管理者は、海岸保全区域台帳を調製し、これを保管しなければ

ならない。 

２ 海岸管理者は、海岸保全区域台帳の閲覧を求められたときは、正当な理

由がなければこれを拒むことができない。 

３ 海岸保全区域台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事項

は、主務省令で定める。 

   第３章 海岸保全区域に関する費用 

 （海岸保全区域の管理に要する費用の負担原則） 
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第25条 海岸管理者が海岸保全区域を管理するために要する費用は、この法

律及び公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）並

びに他の法律に特別の規定がある場合を除き、当該海岸管理者の属する地

方公共団体の負担とする。ただし、第５条第６項の規定により市町村が行

う海岸保全区域の管理に要する費用は、当該市町村長が統括する市町村の

負担とする。 

 （主務大臣の直轄工事に要する費用） 

第26条 第６条第１項の規定により主務大臣が施行する海岸保全施設の新

設、改良又は災害復旧に要する費用は、国がその３分の２を、当該海岸管

理者の属する地方公共団体がその３分の１を負担するものとする。 

２ 前項の場合において、当該海岸保全施設の新設又は改良によつて他の都

府県も著しく利益を受けるときは、主務大臣は、政令で定めるところによ

り、その利益を受ける限度において、当該海岸保全施設を管理する海岸管

理者の属する地方公共団体の負担すべき負担金の一部を著しく利益を受け

る他の都府県に分担させることができる。 

３ 前項の規定により主務大臣が著しく利益を受ける他の都府県に負担金の

一部を分担させようとする場合においては、主務大臣は、あらかじめ当該

都府県の意見をきかなければならない。 

 （海岸管理者が管理する海岸保全施設の新設又は改良に要する費用の一部

負担） 

第27条 海岸管理者が管理する海岸保全施設の新設又は改良に関する工事で

政令で定めるものに要する費用は、政令で定めるところにより国がその一

部を負担するものとする。 

２ 海岸管理者は、前項の工事を施行しようとするときは、あらかじめ、主

務大臣に協議し、その同意を得なけなければならない。 

３ 主務大臣は、前項の同意をする場合には、第１項の規定により国が負担

することとなる金額が予算の金額を超えない範囲内でしなければならな

い。 

 （負担金の納付） 

第29条 主務大臣が海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧に関する工事を

施行する場合においては、まず全額国費をもつてこれを施行した後、海岸

管理者の属する地方公共団体又は負担金を分担すべき他の都府県は、政令

で定めるところにより第26条第１項又は第２項の規定に基く負担金を国庫

に納付しなければならない。 
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 （附帯工事に要する費用） 

第32条 海岸管理者の管理する海岸保全施設に関する工事により必要を生じ

た他の工事又は当該海岸保全施設に関する工事を施行するため必要を生じ

た他の工事に要する費用は、第７条第１項及び第８条第１項の規定による

許可に附した条件に特別の定がある場合並びに第10条第２項の規定による

協議による場合を除き、その必要を生じた限度において、当該海岸管理者

の属する地方公共団体がその全部又は一部を負担するものとする。 

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事、道路に関する工事、砂防工

事又は地すべり防止工事であるときは、他の工事に要する費用について

は、河川法第67条、道路法第58条第１項、砂防法第16条又は地すべり等防

止法第34条第１項の規定を適用する。 

３ 海岸管理者は、第１項の海岸保全施設に関する工事が他の工事又は他の

行為のため必要となつたものである場合においては、同項の他の工事に要

する費用の全部又は一部をその必要を生じた限度において、その原因とな

つた工事又は行為につき費用を負担する者に負担させることができる。 

  

   第４章 雑  則 

 （主務大臣等） 

第40条 この法律における主務大臣は、次のとおりとする。 

 一 港湾区域、港湾隣接地域、公告水域及び特定離島港湾区域に係る海岸

保全区域に関する事項については、国土交通大臣 

 二 漁港区域に係る海岸保全区域に関する事項については、農林水産大臣 

 三 第３条の規定による海岸保全区域の指定の際現に国、都道府県、土地

改良区その他の者が土地改良法（昭和24年法律第195号）第２条第２項

の規定による土地改良事業として管理している施設で海岸保全施設に該

当するものの存する地域に係る海岸保全区域及び同法の規定により決定

されている土地改良事業計画に基き海岸保全施設に該当するものを設置

しようとする地域に係る海岸保全区域に関する事項については、農林水

産大臣 

 四 第３条の規定による海岸保全区域の指定の際現に都道府県、市町村そ

の他の者が農地の保全のため必要な事業として管理している施設で海岸

保全施設に該当するものの存する地域（前号に規定する地域を除く。）

に係る海岸保全区域に関する事項については、農林水産大臣及び国土交

通大臣 
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 五 一般公共海岸区域のうち、第37条の３第２項の規定により特定区域の

管理者が管理するものに関する事項については、前各号の規定により特

定区域に関する事項を所掌する大臣 

 六 前各号に掲げる海岸保全区域等以外の海岸保全区域等に関する事項に

ついては、国土交通大臣 

２ 前項の規定にかかわず、主務大臣を異にする海岸保全区域相互にわたる

海岸保全施設で一連の施設として一の主務大臣がその管理を所掌すること

が適当であると認められるものについては、関係主務大臣が協議して別に

その管理の所掌の方法を定めることができる。 

３ 前項の協議が成立したときは、関係主務大臣は、政令で定めるところに

より、成立した協議の内容を公示するとともに、関係都道府県知事及び関

係海岸管理者に通知しなければならない。 

４ この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。 

 （権限の委任） 

第40条の２ この法律に規定する主務大臣の権限は、政令で定めるところに

より、その一部を地方支分部局の長に委任することができる。 
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８ 海岸法施行令（抄） 
 

  昭和31年11月７日 政令第332号  

  最終改正 令和２年12月１日 政令第217号  

 （国が費用を負担する工事の範囲及び国庫負担率） 

第８条 法第27条第１項の規定により国が費用を負担する工事及び当該工事

に要する費用に対する国の負担率は、次のとおりとする。 

 一 地盤の変動により必要を生じた海岸保全施設の新設又は改良に関する

工事で海岸保全の機能を従前の状態までに復旧するもの ２分の１ 

 二 海水による著しい侵食を防止するための海岸保全施設の新設又は改良

に関する工事 ２分の１ 

 三 前２号に掲げるものを除き、海岸保全施設の新設又は改良に関する工

事で公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）第

２条第２項に規定する災害復旧事業（同法第２条第３項において災害復

旧事業とみなされるものを含む。）と合併して施行する必要があるもの 

２分の１ 

 四 前３号に掲げるものを除き、海岸保全施設の新設又は改良に関する工

事で大規模なもののうち次号に掲げるもの以外のもの ２分の１ 

 五 第一号から第三号までに掲げるものを除き、海岸保全施設の新設又は

改良に関する工事で大規模なもののうち主として市街地を保護するため

のもの ５分の２ 

 六 前各号に掲げるものを除き、海岸保全施設の新設又は改良に関する工

事で主務大臣が指定するもの ３分の１ 

２ 前項第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる工事で主務大臣が指定

するものに要する費用に対する国の負担率は、同項の規定にかかわらず、

３分の２とする。 

３ 第１項第二号から第五号までに掲げる工事で北海道において施行される

ものに要する費用に対する国の負担率は、同項の規定にかかわらず、20分

の11とする。 

４ 第１項第二号から第四号まで及び第六号に掲げる工事で離島振興法（昭

和28年法律第72号）第４条第１項の離島振興計画に基づくもの（第２項又

は前項に規定する工事を除く。）に要する費用に対する国の負担率は、第

１項の規定にかかわらず、同項第二号から第四号までに掲げる工事にあつ

ては20分の11、同項第六号に掲げる工事にあつては２分の１とする。 
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 （負担基本額等の通知） 

第11条 主務大臣は、海岸保全施設に関する工事を施行する場合において

は、負担基本額及び地方公共団体負担額を当該海岸保全施設を管理する海

岸管理者の属する地方公共団体に対して（法第26条第２項の規定により他

の都府県に分担を命じたときは、当該分担額並びに負担基本額及び地方公

共団体負担額を関係地方公共団体に対して）通知しなければならない。負

担基本額、地方公共団体負担額又は都府県分担額を変更したときも、同様

とする。 
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９ 地すべり等防止法（抄） 
 

  制定 昭和33年３月31日 法律第30号 

  最終改正 平成29年６月２日 法律第45号 

   第１章 総  則 

 （目的） 

第１条 この法律は、地すべり及びぼた山の崩壊による被害を除却し、又は

軽減するため、地すべり及びぼた山の崩壊を防止し、もつて国土の保全と

民生の安定に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において「地すべり」とは、土地の一部が地下水等に起因

してすべる現象又はこれに伴つて移動する現象をいう。 

２ この法律において「ぼた山」とは、石炭又は亜炭に係る捨石が集積され

てできた山であつて、この法律の施行の際現に存するものをいい、鉱山保

安法及び経済産業省設置法の一部を改正する法律（平成16年法律第94号）

第１条の規定による改正前の鉱山保安法（昭和24年法律第70号）第４条又

は第26条の規定により鉱業権者又は鉱業権者とみなされる者がこの法律の

施行の際必要な措置を講ずべきであつたものを除くものとする。 

３ この法律において「地すべり防止施設」とは、次条の規定により指定さ

れる地すべり防止区域内にある排水施設、擁壁、ダムその他の地すべりを

防止するための施設をいう。 

４ この法律において「地すべり防止工事」とは、地すべり防止施設の新

設、改良その他次条の規定により指定される地すべり防止区域内における

地すべりを防止するための工事をいう。 

 （地すべり防止区域の指定） 

第３条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めると

きは、関係都道府県知事の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしてい

る区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同

じ。）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、

若しくは誘発し、又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きい

もの（以下これらを「地すべり地域」と総称する。）であつて、公共の利

害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域として指定することがで

きる。 

２ 前項の指定は、この法律の目的を達成するため必要な最小限度のもので
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なければならない。 

３ 主務大臣は、第１項の指定をするときは、主務省令で定めるところによ

り、当該地すべり防止区域を告示するとともに、その旨を関係都道府県知

事に通知しなければならない。これを廃止するときも、同様とする。 

４ 地すべり防止区域の指定又は廃止は、前項の告示によつてその効力を生

ずる。 

   第２章 地すべり防止区域に関する管理 

 （地すべり防止区域の管理） 

第７条 地すべり防止工事の施行その他地すべり防止区域の管理は、当該地

すべり防止区域の存する都道府県を統括する都道府県知事が行うものとす

る。 

 （標識の設置） 

第８条 都道府県知事は、第３条第３項の規定による地すべり防止区域の指

定の通知を受けたときは、主務省令で定めるところにより、その地すべり

防止区域内にこれを表示する標識を設置しなければならない。 

 （地すべり防止工事基本計画） 

第９条 都道府県知事は、第３条第３項の規定による地すべり防止区域の指

定の通知を受けたときは、主務省令で定めるところにより、関係市町村

（特別区を含む。以下同じ。）の長の意見をきいて、当該地すべり防止区域

に係る地すべり防止工事に関する基本計画を作成し、これを主務大臣に提

出するものとする。これを変更するときも、同様とする。 

 （主務大臣の直轄工事） 

第10条 主務大臣は、次の各号の一に該当する場合において、当該地すべり

防止工事が国土の保全上特に重要なものであると認められるときは、都道

府県知事に代つて自ら当該地すべり防止工事を施行することができる。こ

の場合においては、主務大臣は、あらかじめ当該都道府県知事の意見をき

かなければならない。 

 一 地すべり防止工事の規模が著しく大であるとき。 

 二 地すべり防止工事が高度の技術を必要とするとき。 

 三 地すべり防止工事が高度の機械力を使用して実施する必要があると

き。 

 四 地すべり防止工事が都府県の区域の境界に係るとき。 

２ 主務大臣は、前項の規定により地すべり防止工事を施行する場合におい

ては、政令で定めるところにより、都道府県知事に代つてその権限を行う
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ものとする。 

３ 主務大臣は、第１項の規定により地すべり防止工事を施行する場合にお

いては、主務省令で定めるところにより、その旨を告示しなければならな

い。 

 （主務大臣又は都道府県知事以外の者の施行する工事） 

第11条 主務大臣又は都道府県知事以外の者が地すべり防止工事を施行しよ

うとするときは、あらかじめ当該地すべり防止工事に関する設計及び実施

計画について都道府県知事の承認を受けなければならない。 

２ 国又は地方公共団体は、前項の規定にかかわらず、地すべり防止工事に

関する設計及び実施計画について都道府県知事に協議することをもつて足

りる。 

３ 都道府県知事は、第１項の承認に、地すべりを防止するため必要な条件

を附することができる。 

 （築造等の基準） 

第12条 地すべり防止施設の種類、配置、構造及び規模並びに水流の付替、

地すべり地塊の除去その他地すべりの防止のための工事は、当該地すべり

防止区域における地すべりの原因、機構及び規模に応じて、有効かつ適切

なものとしなければならない。 

２ 地すべり防止施設は、次の各号に定めるところにより築造しなければな

らない。 

 一 排水施設は、次に掲げるところにより、地すべりの原因となるべき地

表水及び地下水をすみやかに地すべり防止区域から排除することができ

るものであること。 

  イ 地表水の排除については、明渠、管渠、暗渠、導水管又は排水トン

ネルを用いること。 

  ロ 地下水の排除については、暗渠、ボーリング排水孔、排水トンネ

ル、集水井戸、地下止水壁、明渠、管渠又は導水管を用いること。 

 二 擁壁、くい及び土留は、地すべり力に対して安全な構造のものである

こと。 

 三 ダム、床固、護岸、導流堤及び水制は、特に地すべりの規模及び流水

による浸食の防止に適合するものであること。 

 （兼用工作物の工事の施行） 

第13条 都道府県知事は、その管理する地すべり防止施設が砂防法（明治30

年法律第29号）第１条に規定する砂防設備、森林法（昭和26年法律第249
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号）第41条第３項に規定する保安施設事業に係る施設、かんがい排水施設

その他の施設又は工作物（以下これらを「他の工作物」と総称する。）の

効用を兼ねるときは、当該他の工作物の管理者との協議により、その者に

当該地すべり防止施設に関する工事を施行させ、又は当該地すべり防止施

設を維持させることができる。 

 （土地の立入等） 

第16条 都道府県知事又はその命じた職員若しくは委任した者は、地すべり

防止区域に関する調査若しくは測量又は地すべり防止工事のためやむを得

ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途

のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することがで

きる。 

２ 第６条第２項から第11項までの規定は、前項の規定により他人の占有す

る土地に立ち入り、又は他人の土地を一時使用する場合について準用す

る。この場合において、同条第８項から第10項まで中「国」とあるのは、

「都道府県知事の統括する都道府県」と読み替えるものとする。 

 （行為の制限） 

第18条 地すべり防止区域内において、次の各号の一に該当する行為をしよ

うとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

 一 地下水を誘致し、又は停滞させる行為で地下水を増加させるもの、地

下水の排水施設の機能を阻害する行為その他地下水の排除を阻害する行

為（政令で定める軽微な行為を除く。） 

 二 地表水を放流し、又は停滞させる行為その他地表水のしん透を助長す

る行為（政令で定める軽微な行為を除く。） 

 三 のり切又は切土で政令で定めるもの 

 四 ため池、用排水路その他の地すべり防止施設以外の施設又は工作物で

政令で定めるもの（以下「他の施設等」という。）の新築又は改良 

 五 前各号で掲げるもののほか、地すべりの防止を阻害し、又は地すべり

を助長し、若しくは誘発する行為で政令で定めるもの 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、当該許可の

申請に係る行為が地すべりの防止を著しく阻害し、又は地すべりを著しく

助長するものであると認めるときは、これを許可してはならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の許可に、地すべりを防止するため必要な条件

を附することができる。 

 （地すべり防止区域台帳） 
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第26条 都道府県知事は、地すべり防止区域台帳を調製し、これを保管しな

ければならない。 

２ 都道府県知事は、地すべり防止区域台帳の閲覧を求められたときは、正

当な理由がなければこれを拒むことができない。 

３ 地すべり防止区域台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な

事項は、主務省令で定める。 

   第３章 地すべり防止区域に関する費用 

 （地すべり防止区域の管理に要する費用の負担原則） 

第27条 地すべり防止工事の施行及び標識の設置その他地すべり防止区域の

管理に要する費用は、この法律及び他の法律に特別の規定がある場合を除

き、当該地すべり防止区域を管理する都道府県知事の統括する都道府県の

負担とする。 

 （主務大臣の直轄工事に要する費用の負担） 

第28条 第10条第１項の規定により主務大臣が施行する地すべり防止工事

で、渓流（山間部におけるその直下流を含む。以下同じ。）において施行

するもの及びこれと一体となつて直接渓流に土砂を排出することを防止す

るために施行するものに要する費用は、国がその３分の２を、都道府県が

その３分の１を負担する。 

２ 第10条第１項の規定により主務大臣が施行する地すべり防止工事で前項

に規定するもの以外のものに要する費用は、国及び都道府県がそれぞれそ

の２分の１を負担する。 

３ 前２項の場合において、当該地すべり防止工事によつて他の都府県も著

しく利益を受けるときは、主務大臣は、政令で定めるところにより、その

利益を受ける限度において、当該地すべり防止区域を管理する都府県知事

の統括する都府県の負担すべき負担金の一部を著しく利益を受ける他の都

府県に分担させることができる。 

４ 前項の規定により著しく利益を受ける他の都府県に負担金の一部を分担

させようとする場合においては、主務大臣は、あらかじめ当該都府県の意

見をきかなければならない。 

 （都道府県知事の施行する地すべり防止工事に要する費用の一部負担） 

第29条 国は、政令で定めるところにより、都道府県知事の施行する地すべ

り防止工事に要する費用の２分の１を負担する。ただし、渓流において施

行する地すべり防止工事及びこれと一体となつて直接渓流に土砂を排出す

ることを防止するために施行する地すべり防止工事については、当該地す
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べり防止工事が災害による土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施

行する緊急地すべり対策事業に係るものであるときは３分の２を、当該地

すべり防止工事が再度災害を防止するために施行するものであつて災害に

よる土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施行する緊急地すべり対

策事業に係るもの以外のものであるときは10分の5.5を国の負担割合とす

る。 

 （負担金の納付） 

第32条 主務大臣が地すべり防止工事を施行する場合においては、まず全額

国費をもつてこれを施行した後、当該地すべり防止区域を管理する都道府

県知事の総括する都道府県又は負担金を分担すべき他の都府県は、政令で

定めるところにより、第28条第１項又は第２項の規定に基く負担金を国庫

に納付しなければならない。 

 （附帯工事に要する費用） 

第35条 都道府県知事の施行する地すべり防止工事により必要を生じた他の

工事又はその施行する地すべり防止工事を施行するため必要を生じた他の

工事に要する費用は、第18条第１項の許可に附した条件に特別の定がある

場合及び第20条第２項の協議による場合を除き、その必要を生じた限度に

おいて、当該都道府県知事の統括する都道府県がその全部又は一部を負担

するものとする。 

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事、道路に関する工事又は砂防

工事であるときは、他の工事に要する費用については、河川法第67条、道

路法第58条第１項又は砂防法第16条の規定を適用する。 

３ 都道府県知事は、第１項の地すべり防止工事が他の工事又は他の行為の

ため必要となつたものである場合においては、同項の他の工事に要する費

用の全部又は一部をその必要を生じた限度において、その原因となつた工

事又は行為につき費用を負担する者に負担させることができる。 

   第５章 雑  則 

 （主務大臣等） 

第51条 地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域の指定及び管理について

の主務大臣は、次のとおりとする。 

 一 砂防法第２条の規定により指定された土地（これに準ずべき土地を含

む。）の存する地すべり地域又はぼた山に関しては、国土交通大臣 

 二 森林法第25条第１項若しくは第25条の２第１項若しくは第２項（同法

第25条の２第１項後段又は第２項後段において準用する同法第25条第２
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項を除く。）の規定により指定された保安林（これに準ずべき森林を含

む。）又は同法第41条の規定により指定された保安施設地区（これに準

ずべき森林又は原野その他の土地を含む。）の存する地すべり地域又は

ぼた山に関しては、農林水産大臣 

 三 前２号に該当しない地すべり地域又はぼた山のうち、 

  イ 土地改良法（昭和24年法律第195号）第２条第２項に規定する土地

改良事業が施行されている地域又は同法の規定により土地改良事業計

画の決定されている地域（これらの地域に準ずべき地域を含む。）の

存する地すべり地域又はぼた山に関しては、農林水産大臣 

  ロ イに該当しない地すべり地域又はぼた山に関しては、国土交通大臣 

２ 地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域の指定は、関係主務大臣が相

互に協議してしなければならない。 

３ この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。 
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10 地すべり等防止法施行令（抄） 
 

  昭和33年５月７日 政令第112号  

  最終改正 平成30年10月17日 政令第294号  

 （負担基本額等の通知） 

第10条 主務大臣は、地すべり防止工事を施行する場合においては、負担基

本額及び都道府県負担額を当該地すべり防止区域を管理する都道府県知事

の統括する都道府県に対して（法第28条第３項の規定により他の都府県に

分担を命じたときは、当該分担額並びに負担基本額及び都道府県負担額を

関係都府県に対して）通知しなければならない。負担基本額、都道府県負

担額又は都府県分担額を変更したときも、同様とする。 
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11 沖縄振興特別措置法（抄） 
 

  制定 平成14年３月31日 法律第14号  

  最終改正 令和３年６月16日 法律第70号  

   第８章 沖縄振興の基盤の整備のための特別措置 

 （国の負担又は補助の割合の特例等） 

第105条 

４ 沖縄における災害復旧事業については、公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法（昭和26年法律第97号）第３条の規定により地方公共団体に対し

て国がその費用の一部を負担する場合における当該災害復旧事業費に対す

る国の負担率は、同法第４条の規定によって算出した率が５分の４に満た

ない場合においては、同条の規定にかかわらず、５分の４とし、公立学校

施設災害復旧費国庫負担法（昭和28年法律第247号）第３条の規定により

国がその経費の一部を負担する場合における当該公立学校の施設の災害復

旧に要する経費に対する国の負担率は、同条の規定にかかわらず、５分の

４とする。 

５ 沖縄における農地及び農業用施設の災害復旧事業につき農林水産業施設

災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169

号）第３条第１項及び第２項第１号又は第二号の規定により沖縄県に対し

て国がその費用の一部を補助する場合における国が行う補助の比率は、同

項第一号又は第二号の規定にかかわらず、10分の８とする。 

６ 国は、海岸法（昭和31年法律第101号）第２条第１項に規定する海岸保

全施設の新設又は改良に関する工事で公共土木施設災害復旧事業費国庫負

担法第２条第２項に規定する災害復旧事業（同条第３項において災害復旧

事業とみなされるものを含む。）と合併して施行する必要があるものに要

する経費については、政令で定めるところにより、その10分の６以内を負

担するものとする。 

７ （略） 

８ 沖縄における農用地の保全又は利用上必要な施設の災害復旧で国が行う

ものにつき土地改良法（昭和24年法律第195号）第90条第１項の規定によ

り沖縄県に負担させる負担金の額は、政令で定めるところにより、当該事

業に要する費用の額の100分の10に相当する額以内の額（以下この項にお

いて「負担額」という。）とする。ただし、当該事業に要する費用の額に

国が納める義務がある消費税及び地方消費税に相当する額が含まれる場合

その他の政令で定める場合にあっては、負担額に当該消費税及び地方消費

税に相当する額その他の政令で定める額を加えた額とする。 
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12 沖縄振興特別措置法施行令（抄） 
 

  制定 平成14年３月31日 政令第102号  

  最終改正 令和３年６月18日 政令第174号  

   第５章 国の負担又は補助の割合の特例等 

 （国の負担又は補助の割合の特例等） 

第32条 

５ 国は、沖縄における海岸保全施設の新設又は改良に関する工事に要する

経費で法第105条第６項に規定するものについては、その10分の６を負担

するものとする。 

６ 沖縄における農用地の保全又は利用上必要な施設の災害復旧で国が行う

ものにつき沖縄県に負担させる法第105条第８項の負担金の額は、土地改

良法施行令（昭和24年政令第295号）第52条第１項第三号の規定にかかわ

らず、当該事業に要する費用の額（当該事業に要する費用の額に国が納め

る義務がある消費税及び地方消費税に相当する額が含まれる場合には、当

該消費税及び地方消費税に相当する額を除くほか、当該事業につき土地改

良法（昭和24年法律第195号）第90条第２項の省令で定める者がある場合

において、その一部につき農林水産大臣が特に必要があると認めて指定し

たときは、その指定に係る者の受ける利益を限度として農林水産大臣が定

める額（国が納める義務がある消費税及び地方消費税に相当する額を除

く。次項第２号において「農林水産大臣が定める額」という。）を除く。

以下この項において同じ。）の100分の10に相当する額（当該事業に要する

費用の額が、当該事業の施行に係る地域内にある土地につき同法第３条に

規定する資格を有する者の数を15万円に乗じて得た額を超える場合におい

ては、当該資格を有する者の数を15万円に乗じて得た額の100分の10に相

当する額）とする。 

７ 法第105条第８項ただし書の政令で定める場合は次の各号に掲げる場合

とし、同項ただし書の政令で定める額は当該各号に掲げる場合の区分に応

じ当該各号に定める額とする。 

 一 前項の事業に要する費用の額に国が納める義務がある消費税及び地方

消費税に相当する額が含まれる場合 当該消費税及び地方消費税に相当

する額 

 二 前項の事業につき土地改良法第90条第２項の省令で定める者がある場

合において、その一部につき農林水産大臣が特に必要があると認めて指

定したとき 農林水産大臣が定める額  
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13 離島振興法（抄） 
 

  制定 昭和28年７月22日 法律第72号  

  最終改正 平成27年６月24日 法律第46号  

 （国の負担又は補助の割合の特例等） 

第７条 

４ 離島振興対策実施地域における災害復旧事業については、公共土木施設

災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）第３条の規定により地

方公共団体に対して国がその費用の一部を負担する場合における当該災害

復旧事業費に対する国の負担率は、同法第４条の規定によつて算定した率

が５分の４に満たない場合においては、同条の規定にかかわらず、５分の

４とし、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和28年法律第247号）第

３条の規定により国がその経費の一部を負担する場合における当該公立学

校の施設の災害復旧に要する経費に対する国の負担率は、同条の規定にか

かわらず、５分の４とする。 
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14 奄美群島振興開発特別措置法（抄） 
 

  制定 昭和29年６月21日 法律第189号  

  最終改正 平成31年３月30日 法律第  8号  

   第２章 奄美群島振興開発計画等 

 （特別の助成） 

第６条 振興開発計画に基づく事業のうち、別表に掲げるもので政令で定め

るものに要する経費に対する国の負担又は補助の割合は、他の法令の規定

にかかわらず、同表に掲げる割合の範囲内で政令で定める割合とする。 

２、３ （略） 

４ 第１項に規定する事業に要する経費につき、第１項及び第２項の規定に

よる国の負担又は補助の割合により国が負担し、又は補助する場合におけ

る国の負担金又は補助金の交付については、他の法令の規定にかかわら

ず、政令で必要な特例を定めることができる。 

５ 奄美群島における災害復旧事業については、公共土木施設災害復旧事業

費国庫負担法（昭和26年法律第97号）第３条の規定により地方公共団体に

対して国がその費用の一部を負担する場合における当該災害復旧事業費に

対する国の負担率は、同法第４条の規定によつて算出した率が５分の４に

満たない場合においては、同条の規定にかかわらず、５分の４とし、公立

学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和28年法律第247号）第３条の規定に

より国がその経費の一部を負担する場合における当該公立学校の施設の災

害復旧に要する経費に対する国の負担率は、同条の規定にかかわらず、５

分の４とする。 

 

 別表（第６条関係） 

海

岸 

海岸法（昭和31年法律第101

号）第２条第１項に規定する

海岸保全施設の新設又は改良 

３分の２以内 

地

す

べ

り

防

止

地すべり等防止法（昭和33年

法律第30号）第２条第４項に

規定する地すべり防止工事 

鹿児島県知事が施行する場合にあ

つては３分の２（災害による土砂

の崩壊等の危険な状況に対処する

ために施行する緊急地すべり対策

事業（以下「緊急地すべり対策事

業」という。）に係るものにあつて
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施

設 

は10分の８、再度災害を防止する

ために施行する地すべり防止工事

であつて緊急地すべり対策事業に

係るもの以外のものにあつては10

分の７）以内、地すべり等防止法

第51条第１項に規定する主務大臣

が施行する場合にあつては10分の

7.5（緊急地すべり対策事業に係る

ものにあつては、10分の８）以内 
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15 奄美群島振興開発特別措置法施行令（抄） 
 

  制定 昭和29年８月13日 政令第239号  

  最終改正 令和２年12月23日 政令第363号  

 （特別の助成） 

第１条 奄美群島振興開発特別措置法（以下「法」という。）第６条第１項

に規定する政令で定める事業は、別表第１に掲げる事業とし、同項に規定

する政令で定める割合は、当該事業につきそれぞれ同表に掲げる割合とす

る。 

２ （略） 

３ 前項の規定により法第６条第１項の規定による国の負担又は補助の割合

によつて算定した国の負担金又は補助金の額を交付した場合において、同

条第２項の規定が適用されることとなつたときは、同項の規定による国の

負担又は補助の割合によつて算定したその年度の国の負担金又は補助金の

額と前項の規定により交付した額との差額は、その年度の翌年度（特別の

理由によりやむを得ない事情があると認められるときは、その年度の翌々

年度）に交付するものとする。 

 

別表第１（第１条関係） 

海

岸 

海岸法（昭和31年法律第101

号）第２条第１項に規定する

海岸保全施設の新設又は改良

に関する工事で、海岸法施行

令（昭和31年政令第332号）第

８条第１項第２号から第４号

までに掲げるもの 

３分の２ 

海岸法第２条第１項に規定す

る海岸保全施設の新設又は改

良に関する工事で、海岸法施

行令第８条第１項第６号に掲

げるもの 

10分の５ 

地

す

べ

地すべり等防止法（昭和33年

法律第30号）第２条第４項に

規定する地すべり防止工事

鹿児島県知事が施行する場合にあ

つては３分の２（災害による土砂

の崩壊等の危険な状況に対処する
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り

防

止

施

設 

で、渓流（山間部におけるそ

の直下流を含む。以下同じ。）

において施行するもの及びこ

れと一体となつて直接渓流に

土砂を排出することを防止す

るために施行するもの 

ために施行する緊急地すべり対策

事業（以下この表において「緊急

地すべり対策事業」という。）に係

るものにあつては10分の８、再度

災害を防止するために施行する地

すべり防止工事であつて緊急地す

べり対策事業に係るもの以外のも

のにあつては10分の７）、地すべり

等防止法第51条第１項に規定する

主務大臣が施行する場合にあつて

は10分の7.5（緊急地すべり対策事

業に係るものにあつては、10分の

８） 
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16 小笠原諸島振興開発特別措置法（抄） 
 

  制定 昭和44年12月８日 法律第79号  

  最終改正 令和２年３月31日 法律第 8号  

 

   第２章 小笠原諸島振興開発計画等 

    第２節 振興開発計画及びこれに基づく措置 

第７条 

２ 小笠原諸島における災害復旧事業については、公共土木施設災害復旧事

業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）第３条の規定により地方公共団体

に対して国がその費用の一部を負担する場合における当該災害復旧事業費

に対する国の負担率は、同法第４条の規定によつて算定した率が５分の４

に満たない場合においては、同条の規定にかかわらず、５分の４とし、公

立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和28年法律第247号）第３条の規定

により国がその経費の一部を負担する場合における当該公立学校の施設の

災害復旧に要する経費に対する国の負担率は、同条の規定にかかわらず、

５分の４とする。 

 

  

Ⅸ－ 78



17 行政不服審査法（抄） 
 

  制定 昭和37年９月15日 法律第160号  

  最終改正 令和３年５月19日 法律第 37号  

   第１章 総  則 

 （処分についての審査請求） 

第２条 行政庁の処分に不服がある者は、第４条及び第５条第２項の定める

ところにより、審査請求をすることができる。 

 （審査請求をすべき行政庁） 

第４条 審査請求は、法律（条例に基づく処分については、条例）に特別の

定めがある場合を除くほか、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定める行政庁に対してするものとする。 

一 処分庁等（処分をした行政庁（以下「処分庁」という。）又は不作為に

係る行政庁（以下「不作為庁」という。）をいう。以下同じ。）に上級行政

庁がない場合又は処分庁等が主任の大臣若しくは宮内庁長官若しくは内閣

府設置法（平成11年法律第89号）第49条第１項若しくは第２項若しくは国

家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条第２項に規定する庁の長で

ある場合 当該処分庁等 

二 宮内庁長官又は内閣府設置法第49条第１項若しくは第２項若しくは国家

行政組織法第３条第２項に規定する庁の長が処分庁等の上級行政庁である

場合 宮内庁長官又は当該庁の長 

三 主任の大臣が処分庁等の上級行政庁である場合（前２号に掲げる場合を

除く。） 当該主任の大臣 

四 前３号に掲げる場合以外の場合 当該処分庁等の最上級行政庁 

 （再調査の請求） 

第５条 行政庁の処分につき処分庁以外の行政庁に対して審査請求をするこ

とができる場合において、法律に再調査の請求をすることができる旨の定

めがあるときは、当該処分に不服がある者は、処分庁に対して再調査の請

求をすることができる。ただし、当該処分について第２条の規定により審

査請求をしたときは、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により再調査の請求をしたときは、当該再調査の請求に

ついての決定を経た後でなければ、審査請求をすることができない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 当該処分につき再調査の請求をした日（第61条において読み替えて準
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用する第23条の規定により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算して３月を経過して

も、処分庁が当該再調査の請求につき決定をしない場合 

二 その他再調査の請求についての決定を経ないことにつき正当な理由が

ある場合 
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